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（ 開会 午前１０時００分 ） 

 

◆開会 

◎議長（葛谷寛德） 

本日の出席議員は全員であります。それでは、ただいまから本日の会議を開きます。本

日の議事日程及び質疑・一般質問の発言予定者は配付のとおりであります。 

 

◆日程第１ 会議録署名議員の指名 

◎議長（葛谷寛德） 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。本日の会議録署名議員は、会議規則第８

８条の規定により１２番、森下真次君、１３番、高原邦子君を指名いたします。 

 

◆日程第２  議案第９４号  岐阜県市町村職員退職手当組合規約の一部を改正する規

約について 

               から 

日程第１１ 議案第１０３号 平成２９年度飛騨市情報施設特別会計補正予算（補正第

１号） 

について 

日程第１２ 一般質問 

◎議長（葛谷寛德） 

日程第２、議案第９４号、岐阜県市町村職員退職手当組合規約の一部を改正する規約に

ついてから日程第１１、議案第１０３号、平成２９年度飛騨市情報施設特別会計補正予算

（補正第１号）までのあわせて１０案件につきましては、会議規則第３５条の規定により

一括して議題といたします。１０案件の質疑とあわせて、日程第１２、一般質問を行いま

す。 

それでは、これより順次発言を許可いたします。最初に８番、前川文博君。なお質問中、

資料の使用願が出ておりますので、これを許可いたします。 

  〔８番 前川文博 登壇〕 

○８番（前川文博） 

皆さん、おはようございます。議長から発言のお許しをいただきましたので、一般質問

を始めさせていただきます。 

まず１点目です。飛騨市水道事業経営戦略についてお伺いいたします。水道料金はこれ

からどこまで値上がりをするのか。そういった点について聞いてまいります。 

先般の全員協議会におきまして、飛騨市の上水道事業が将来にわたっても安全、健全に

安定的な事業活動を継続していくために、平成３０年度から平成３９年度の１０年間に

わたる｢水道事業経営戦略」の説明がありました。内容は、人口減少により水道の使用量
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の減少で料金の収入が減少する。施設、設備や管路の建設改良費は、老朽化によって更新

の必要性が生じ増加する。 

そこで３パターンの検討案の説明がされました。１つ目は年間に４．４億円の建設改良

費をかけた場合。この１０年間で４０パーセントの料金値上げを３回、１０年後には今の

２．７４倍の料金。４人世帯２４立方メートル使用の家庭では、２，９４０円の料金が８，

０７６円となります。２つ目は年間２億円の建設改良費をかけた場合。この１０年間で２

０パーセントの料金値上げを２回、１０年後には今の１．４４倍の料金。４人世帯２４立

方メートル使用の家庭では、２，９４０円の料金が４，２３４円となります。３つ目は年

間１．２億円の建設改良費をかけた場合。この場合は１０年間での値上げを行わない。こ

の３つの案です。今後の方向性として２つ目の検討案をもとにシミュレーションしてあ

りました。１０年間で１．４４倍になる料金値上げです。 

施設や設備の改修や更新は、耐用年数や経年劣化を考えれば、やむを得ない面もあるで

しょう。今は今後１０年間の計画でありますが、さらに今後人口減少が進むのは確実で水

道の使用量が減り、料金収入が減少すれば維持管理をしていくうえで、その後も値上げが

行われると考えられます。今後１０年の見通しを踏まえ２０年後３０年後、その先も踏ま

えて料金はどこまで上がるのかも心配されます。水道事業における１０年以上先を見据

えた長期的な方針と料金値上げの見通し、予想についてどのような考えなのかお伺いい

たします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  （「議長」と呼ぶ声あり）  ※以下、この「議長」と呼ぶ声の表記は省略する。 

◎議長（葛谷寛德） 

  環境水道部長、大坪達也君。  ※以下、この議長の発言者指名の表記は省略する。 

〔環境水道部長 大坪達也 登壇〕 

□環境水道部長（大坪達也） 

  おはようございます。ただいまの飛騨市水道事業経営戦略について、水道料金について

説明いたします。 

  まず、長期見通しの説明をいたします前に、水道事業会計について説明をさせていただ

きます。 

地方公営企業の水道事業は、経営に伴う収入をもって運営しなければならないことと

されているため、原則として、一般会計による負担、補助、すなわち公費負担ができず、

必要な経費は水道料金でまかなうということが大前提となっております。 

  一方で、人口減少に伴う水道利用者の減少と、施設の老朽化が進む中で、市民の皆様の

ご負担をできる限り抑えるためには、経営の合理化は不可欠であることは言うまでもあ

りません。 

その経営の合理化でありますが、平成１７年度以降、定員適正化計画や行政改革に伴い
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組織の効率化が進められ、水道所管組織も平成１６年度に１８人から平成２９年度現在

１２名と６名の減と着実に効率化が進められました。 

 また、職員一人当たりの担う管路延長を表す生産性指標において、岐阜県平均３万８，

９４９、高山市４万４，６７７、下呂市１万６，８４４となっているのに対し、飛騨市は

これを大きく上回る５万２，８４４となっております。この少数の職員により効率的に管

理が行われております。 

  他方、効率化で少人数となりまして技術継承が困難になることが予測されるため、施設

管理の民間委託も視野に入れ進む必要がありますが、この点では難渋しております。 

近隣の高山市では、地元管設備組合、コンサルタント、プラントメーカーそしてメンテ

ナンスサービスが出資し株式会社を設立、水道施設の管理を受託しております。下呂市で

は、地元管設備組合とプラントメーカーによるＪＶにより受託しております。 

  飛騨市においては、両市に比べ事業規模が小さいため、民間委託による経済的メリット

が見込めず、委託に踏み切れない状況が続いているのが現状で、引き続きどのような方策

が考えられるのか検討しているところであります。 

  また、施設の更新についてでありますが、こうした経営の合理化の一方で、老朽化に伴

う施設更新は避けて通れません。このため、今般まとめました「飛騨市水道事業経営戦略」

では、年間の建設投資額について複数の検討案の中から現実的な解を示したところであ

ります。具体的な施設更新の内容については次年度予定しております上水道施設更新計

画の中で検討を進めますが、経営戦略の期間である１０年間では、料金値上げは２回で現

行料金の約１．４倍の値上げとしております。 

また、議員おたずねの１０年間以降の見通しについてでありますが、２０年後は約１．

９倍、３０年後は約２．３倍の水道料金となることを見込んでおります。 

この試算は、あくまでも現状の条件下での予測ですが、２０年、３０年先の社会情勢、

経済動向、水道施設の維持管理に関する技術革新などによって変化してくるものと思わ

れます。 

ただいずれにいたしましても、人口減少に因る料金収入の減少の中で、水道施設は老朽

化していくことは、全国の自治体の共通の課題であり、手をこまねいていると将来に大き

な負担を残すことになる中、国の積極的な関与も期待しているところであります。 

 なお、この経営戦略については、毎年決算後に、見通しと決算に乖離が無いかを確認し

つつ、５年後に計画の更新を行い、利用者への説明を行うこととしております。この繰返

しを行うことで、持続可能な水道事業としてまいりたいと考えております。 

〔環境水道部長 大坪達也 着席〕 

○８番（前川文博） 

  ただいま答弁いただきました。職員一人当たりの管路の管理は県平均より１万４，００

０メーター長いということで、職員は結構大変な業務をこなしているなと今聞いて感じ

ております。民間に出すメリットも人口、水道使用料が少ないということで、メリットが
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見込めないということであれば当然市としてやっていくということが今後必要な話なん

ですけども。今ですね、答弁の中にありました。１０年以上先、１０年後は１．４倍。２

０年後は１．９倍。３０年後は２．３倍の見込みで後は技術革新によってこれが減るのか

どうなのかというのもありますけれども。そこでですね、いま今回戦略の中で３つのパタ

ーンが示されたんですけども４．４億円、２億円、１．２億円の改良費を使うという案で

すけども、それの４．４億円なり、２億円、１．２億円の数字が出てきた根拠ですね。例

えばどれくらいの事業を行ったらこれぐらいなのか。例えば、管路でしたらどれくらい総

延長があって、何年で改良していったらこれぐらいかけなきゃいけない。とかですね、設

備にしても耐用年数、老朽化ということがあれば更新していくのに幾らかかるから、それ

を何年かかったら、例えば年間２億円でいけるのか、ということをたぶん試算してあると

思うんですけどもそういった金額の面とかはどのように検討されたのか、お答えくださ

い。 

□環境水道部長（大坪達也） 

  ３つのパターンのシミュレーションをお示ししたわけですが、まず４．４億円につきま

しては現在ある資産のうち、具体的に言いますと排水地、浄水地につきましては建設構造

物、建築構造物ですと５０年の耐用年数、土木構造物ですと６０年なんですけども、それ

を超えている施設が５パーセントある。また電気２０年、機械設備１５年の耐用年数を超

えているものが８０パーセント。管路につきましては４０年の耐用年数を超えたものが

６パーセントあるということで、その中で全部を行うことでは検討する以前に経済的に

無理ということで、それではその中でも重要な施設を更新して健全度が保てる、一番保て

るパターンとして４．４億円を積み上げておりますし、また１．２億円につきましてはほ

とんど維持管理のみに考えた場合、故障した場合にその都度修繕していくという対応。２

億円につきましては、その中で老朽化資産を更新しながらかつ現実的な料金値上げとい

うことで、逆に料金値上げが現実的なものに設定してそれから逆算してこのくらいの投

資額ができるということでシミュレーションをしております。 

○８番（前川文博） 

  すいません、ちょっと聞き漏らしたかもしれないんですが４．４億円のほうですね、耐

用年数長いものから短いものがあって、４．４億円かけても全て行うのは無理と。４．４

億円では無理ということなんですね。その中で重要なところを改修していった場合、４．

４億円の毎年の改良費がいると。今これはやらないよ、ということなんですね。２億円で

あればいまからの維持管理を毎年していって、今の現状を当面は維持できると。料金値上

げも１．４倍であれば、何とかなるのではないかということで、そこからきた２億円とい

うことでまず良かったですか。ちょっとそこだけもう１回確認させてください。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 
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□環境水道部長（大坪達也） 

  維持管理のみで考えた場合が１．２億円で、更新もある程度含んだものが２億円となっ

ております。 

○８番（前川文博） 

  はい、すいません、２億円のほうには一部更新も入っているということで今確認をいた

しました。そこでですね、先ほど４．４億円の中では４．４億円かけても全ての更新はで

きないということだったんですけれども、今その半分以下の２億円、料金の値上げから逆

算してということなんですけれども、じゃあ実際この先なんですが技術の向上とかいろ

いろあると思うんですけども、４．４億円、一番高いものをかけても耐用年数過ぎている

もので、電気とか機械設備はもう８０パーセント以上が耐用年数超えているという話だ

ったんですがこの２億円をかけていけば、この先１０年後の１．４倍、先ほど２０年後は

１．９倍。３０年後は２．３倍ですか。技術が良くなれば値下げ、上げ幅を少なくできる

というような答弁があったと思うんですけれど、それで本当にいけますかね、その辺の読

みはどうですか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□環境水道部長（大坪達也） 

  ２０年、３０年後のことですので、確かな読みということはお答えできませんが、前回

値上げを検討いたしました平成２２年、そのときに平成３０年度までのシミュレーショ

ンを行っております。それと実際の決算額を比較しますとそんなに収入において大きな

ぶれはなかったと思っております。そういうことを考えますとある程度の見通しとして

は成り立つと。ただ先ほども言いましたように情勢によって上ぶれ、技術的に良くなれば

少ない投資で更新ができていくとか。あるいは社会制度的なもので何か新たなものがで

てくれば、それも適用できてくるとか。そういうものがありますので、先ほども言いまし

たように現在の条件で見通しをたてた場合のということでお示ししております。 

○８番（前川文博） 

  いま平成２２年度にたてた料金値上げのお話もでたので、そちらのほうも聞かさせて

いただきたいんですけども、平成２３年から平成２７年にかけて市内の水道料金、簡易水

道を統合するという話もあって市内全域の料金を統一してまいりました。そこの中では

かなり値上がりした地区もございます。この料金改正で今平成３０年度までのシュミレ

ーションをして収入にぶれはなかったという今お話もあったんですけども、この料金の

改正のときですね、いまちょっとでてたんですけどもいつごろまで対応できるという見

込みでこの値上げをした金額だったんでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 
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□環境水道部長（大坪達也） 

  前回の値上げにつきましては、市町村合併に伴ってそれぞれの料金が違うという、それ

を調整を５年以内に行うという計画で行っていたわけですが、５年経っても進まないと

いうことで平成２２年にしっかりと計画を立てて進めた料金統一を主な目的として値上

げしたわけですが、そのときの予測は一応平成３０年度までの予測を立てて実行してお

ります。 

○８番（前川文博） 

  そうですね、基本的な部分はその料金統一がメインでありますので、平成２８年度まで

ですか、統一をしていくということで平成３０年度まではその料金でいけるのではない

かという話ですよね。そうですね、最初水道料金のほうですと、古川の２０の口径ですと

２５立米使うもので古川で３，１００円。例えば河合でしたら１，１５０円ということで

１，９５０円ですか、この差があって。ちょっと今統一した数字のとこまでもっていない

んですけれど、単純に考えると河合のほうで１，８００円ぐらいこの５年間で値上がりし

ているというところでまたこの先ですね、今この１．４倍ということになると本当にすご

い値上げになる地区も出てまいります。神岡とかですとちょっと下がったりして、また上

がっておるんですけれども。そういったことを考えると必要な部分には仕方ない部分も

あるんですが、何とかしたいなというのもちょっと思いまして、いろいろと調べておりま

した。そこでですね、平成２２年。こないだ全員協議会の資料の中にもあったんですけど

も平成２２年８月に飛騨市水道ビジョンというものが出されております。これに基づい

て料金の値上げとかそういったことも平成２３年から平成２７年において行われたわけ

なんですけれども、この水道ビジョンでは安全で安定した水道を未来につなぐとビジョ

ンの将来像を掲げて策定されております。この水道ビジョンでは、毎年の決算状況と目標

値、計画値と比較して、経年的な変化の観察、経営環境の類似した他事業体と比較するこ

とで、目標の達成度合いや事業効果を評価することに活用すると９４ページにですか、こ

こに書いてあるんですが。それを行うということは、経営の改善、料金改定率の低減を図

って行くというのが目的になることだと思います。これまでですね、この平成２２年８月、

平成２３年からスタートしたとしてですね、どのような検討、検証がされて、それをふま

えて今回の経営戦略に至ったのか、その辺をお伺いいたします。 

□環境水道部長（大坪達也） 

  前回の水道ビジョンに記述しました通り、毎年度会議を見直し、かつその結果が比較で

きるように統一指標をもって他町村の実態との比較できる表等を検討したものをホーム

ページのほうに公表しております。 

また、前回定めましたビジョンで達成されなかった項目等につきましても今回の経営

戦略、あるいは次年度やる事業計画の中で反映させながら進めていく方針であります。 

○８番（前川文博） 

  毎年検討はされてホームページにのっているということですので、その辺は実際され
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ての経営戦略かなというふうに思います。いろいろ今お伺いしました。たぶん皆さん一番

この話題の中で関心があるのは、この値上げ。今平成３０年スタートという経営戦略なん

ですが料金改正の時期は最初、２回目、いつを予定しているのか、お答えください。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□環境水道部長（大坪達也） 

  値上げはあくまでも見通しの中で、経営戦略の中でお示ししたものでありますが、お示

しした中では平成３２年と平成３７年を値上げをすることによって経営が安定し、かつ

先ほど言いましたような更新ができていくというような見通しをたてております。平成

３２年と平成３７年です。 

○８番（前川文博） 

  平成３２年には今の１．２倍にまず上がって、平成３７年にはその１．２倍にまた１．

２をかけた１．４４という料金体系になるということで大体考えていてよろしいという

ことでしょうか。 

□環境水道部長（大坪達也） 

  これは決定したことではなくて現在のなかで安定的経営をするためにはこのような見

通しで行っていくのがいいということでお示ししたものであります。それで当然実施に

移る前にはまた説明等、順番に手順を踏みながら進めていくことになると思います。 

○８番（前川文博） 

  はい、わかりました。水道料金も人口減少の波にのるというかあれなんですけど、水道

の使用量が減るので料金をまかなうということで値上げになってまいります。今回は通

告してませんので、あれなんですが上水道が水道の使用料が減って値上げということに

なると、当然下水道も水量が減ってくるんで、また経営が苦しくなるということでたぶん

同じようなことがもうすぐ予想されるんです。今後ですね、下水のほうはまだ新しい施設

ということであればすぐは影響しないかもしれませんが、水道が１．５倍、１．４倍にな

ればたぶん下水も１．４倍になるのかなという予想をするので。今電気代も上がるとかい

ろいろ上がるという時期になってますので、結構値上げのこと敏感ですので、できるだけ

低く抑えてですね。かといって、水道が止まってしばらく出ませんよということも困りま

すので、そういったことのないような改良で安定した供給ができるような体制を維持し

ていただきたいなと思っております。 

  それでは、２点目のほうに移らさせていただきます。台風２１号の経験から今後の対応

についてということで質問させていただきます。 

けさは０時１３分でしたか、緊急地震速報ということで。その前は６月の二十何日にた

しか鳴ったのがエリアメールで、さっき記録に残っていたんですけども、また地震がいつ

起きるかわからないというか災害がいつ起きるかわからないということで、先般の台風

２１号にからんでお聞きしたいと思います。１０月２３日の台風２１号では、これまでに
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経験したことがないような暴風により、飛騨市内でも多くの被害が発生いたしました。飛

騨市の管理施設だけでも３，５００万円以上の復旧費用が見込まれております。空き家の

屋根が風で数十メートル飛ばされ、その屋根が当たった民家の窓ガラスが割れて、その割

れた窓ガラスがさらに遠い場所まで飛散していた場所もありました。風でガラス飛んで

きて歩いていたら非常に危険だなと思って現地を見てきたんですけども。 

その大型の台風により飛騨市の幹線道路、国道４１号、３６０号が雨量規制により長時

間の通行止めとなりました。国道４１号の船津～東茂住間が１１時間３０分。国道３６０

号の打保～巣之内間が３０時間４０分。更に富山県の国道４１号、猪谷～片掛間が９時間

１０分通行止めとなり、飛騨市の北部地域は陸の孤島状態となりました。国道４１号では

猪谷以北の規制に伴い、富山県境に架かる国境橋で通行規制がされたため、谷中山～茂住

間においては４９台の車が立ち往生し、身動きが取れない状況が９時間以上続きました。

猪谷と打保、杉原にはいくつかの商店がありますが、国道４１号の茂住～国境橋までの区

間には商店は１軒もありません。また飲料の自動販売機も道路沿いには１台もありませ

ん。また、トイレは茂住パーキングにありますが、規制を行った国境橋からは４．５キロ

も離れています。普通車であればＵターンして行けますが、大型車では無理なことです。

谷中山区では夜中からの長時間の通行止めにより、足止めされているドライバーを公民

館に案内して、トイレの利用や休憩場所の提供、それから炊出しを行い、ドライバーや同

乗者の体調に気遣いをされました。 

地域で行った炊出しの後にですね、富山河川国道事務所からドライバーの方には、おに

ぎり２個と飲み物が配られたと聞いております。また、国道４１号の雨量規制区間の沿線

には、割石、漆山、土、跡津地区もあり、これらの地区も規制解除まで国道に出られない

ので孤立地域となってしまいます。 

 そういったことを思いながら４点についてお聞きしたいと思います。１つ目です。防災

備蓄品についてお伺いいたします。以前、一般質問で飛騨市の災害時における備蓄品、特

に非常食関係が不足している。市民の３割が１日分の量では少ない、増やすべきでないか。

と質問したことがあります。その時は、いい答弁はなかったのですが、今回の１２月補正

予算では防災備蓄品購入費に５，０００万円、備蓄品保管用コンテナに２００万円、今後

の計画的な備品購入に備えて防災基金に１億円の積み増しなどの予算が計上されており

ます。これで市民の３割が３日分に当たる量が確保できることになります。全国各地で多

くの災害が発生している状況を考えれば、いつどこで災害が発生するか、今はわかりませ

ん。 

そのために備蓄品をきちんと確保して定期的に入れ替えていくことが重要であり、今

回の予算措置は防災備蓄では前に進んだと考えられます。今回の予算で数量的なところ

は前進しますが、保管場所については実際に必要な場所に無いところがあるのではない

でしょうか。 

国道４１号の雨量規制区間内や、移動ができなく取り残された区間で防災備蓄品を保
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管している場所は茂住地区にある夢館の１カ所です。国道３６０号は打保や杉原に備蓄

品がありますが、今回のように県境に架かる国境橋で通行が規制されますと、そちらの備

蓄品を使うということができなくなります。 

今後備蓄品の保管場所を増やして、災害時や非常時、今回のように長時間食料や水分補

給ができないドライバーの方などにもですね、防災備蓄品を使える体制にしていくこと

が重要と思いますが、市としての考えはどうでしょうか。 

また、地域で行う自主的な炊出しや施設の提供、こういったことについて、行政サイド

からの支援も必要と思われますがどうでしょうか。 

  ２点目です。緊急時の対応はということでお伺いいたします。車両の通行規制区間内で、

急病人や火災が発生した場合はどのような対応がされるのでしょうか。雨量規制であれ

ば緊急車両の通行は可能と聞いております。しかし、雨量規制の場所は土砂災害の危険が

高い場所ということで規制がされております。土砂災害による通行不能や、これからけさ

も雪が降りましたが、冬期間には雪崩による通行止めも考えられる場所もあります。 

神岡にできました防災ヘリポートは、昨日１２月５日までに２３回の使用実績があり、

人命救助で有効に活用されています。飛騨市北部で孤立する地域があることを考えれば、

飛騨市の土地を有効活用してヘリポートの設置が必要な場所もあるのではないでしょう

か。神岡町山之村地域も大規模林道と県道が使えなければ孤立いたします。冬期間は県道

の１本道になるため、雪崩が発生したら孤立になります。河合町も１本道の国道３６０号

が通れなくなると孤立状態になる恐れがでてまいります。宮川町も同じく国道３６０号

が北と南、両方で通れなくなれば孤立状態になります。飛騨市内では災害時などに孤立地

域が複数個所発生すると考えられます。このことから、緊急時の対応について臨時ヘリポ

ートなどの設置、こういったことが必要と思いますがどのようなお考えでしょうか。 

３点目です。富山地域との連携が必要ではないかということでお伺いいたします。今回

の台風による通行規制は、飛騨市と富山市にまたがっております。国道４１号の管理は国

土交通省の中部地方整備局と、飛騨市神岡町谷の国境橋からは北陸地方整備局、さらに国

道３６０号は岐阜県古川土木事務所の３つの事務所の管理となります。このエリアの中

には飛騨市の市役所機能は一つもございません。富山市細入地区猪谷には、細入中核型地

区センターの南部地区センターというものがあり富山市役所機能の一部を行っている場

所があります。この通行規制で囲まれた区域内に住居があり、飛騨市役所に出勤できない

職員も数名いたと聞いております。災害時や非常時に富山市と協定を結び、猪谷の地区セ

ンターを拠点にしてですね、情報収集をする。それから宮川地区、神岡地区の対応を行う

というようなことを富山市、富山地区と協力して対応していくことも必要だと思います

けどもその点はいかがでしょうか。 

４点目です。道路付近の立木管理についてお伺いいたします。風による倒木も各地で多

数発生いたしました。神岡小学校の通学路では、杉の木が根元から倒れ、通学路をふさぎ

ました。その日のうちに処理はされましたが、歩道の柵は壊れ、現在も倒木の恐れがある
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として迂回して通学をしております。迂回路は一旦坂を下りまた坂を上るルートで、約１

０分ほど通学時間が増えていると思われます。国道、県道、市道と道路管理者はそれぞれ

違いますが、飛騨市内にある道路です。以前一般質問でですね、道路脇の木によって日陰

となる。冬季間は凍結して危ない。対処してほしいという質問があったと記憶しておりま

す。そのときは民地の木であり、個人の資産なので対応できないような内容の答弁だった

と記憶していますが。今回の倒木被害を見れば、道路付近については行政側、道路管理者

も何らかの対策をしないと、今後ますます被害が多くなり処理費用も莫大になると予想

されます。今回は通学路でした。通学路の安全対策としても必要なことだと考えておりま

すがどのようなお考えでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

◎議長（葛谷寛德） 

  総務部長、東佐藤司君。  

〔総務部長 東佐藤司 登壇〕 

□総務部長（東佐藤司） 

  私からは１点目と３点目のご質問にお答えいたします。 

  １点目、防災備蓄品につきましては、飛騨市第２次総合計画で定めた人口の３０パーセ

ントの非常食等を１日分から３日分に量を増やしました。 

  それらの保管要領及び場所ですが、従来、市内各所の市施設で保管し、必要の都度、配

分するという方法であったものを改め、今後は、先ほど述べた３日分の備蓄品のうち、市

が１日分、区・自治会等が２日分を保管する形に変更することとしております。市備蓄品

については、その４分の１を全般予備として、ハートピア周辺にコンテナ化して備蓄し、

４分の３については、従来どおり市内各所に保管するよう計画しております。 

  区・自治会分の備蓄品については、人口比により直接区・自治会で一時避難場所となる

場所に保管してもらうよう計画しております。これにより、２日分の食糧、水等の備蓄品

は直接、区・自治会で保有することができ、発災直後の最低限の食糧等は確保できると考

えております。 

  また、地区が孤立状態になった場合などにおいて、関係機関からの要請により、または

区長等の判断でドライバー等に備蓄品の食糧等を提供いただいた場合は、その使用分を

市保管分から補填するようにいたします。 

  また、ご紹介いただいた神岡町谷中山区の事例のように、区等が自前で炊事を行い、お

にぎり等を提供された場合には、所要分を現物または費用で補填することについても検

討してまいりたいと考えております。 

  今回、谷中山区の方々には自主的に炊き出し等行っていただき感謝申し上げます。 

 次に３点目のご質問、通行規制により、飛騨市と富山市の境界エリアにおいては孤立し

た際、富山市役所と連携のうえで、猪谷の地区センターを活用し、連携して業務を行って
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はどうかというお尋ねでございます。 

  実際に、今回の台風による通行規制により、副市長をはじめ規制区域内に住む職員が、

飛騨市役所や振興事務所に登庁できないという状況が発生しました。当日、宮川居住１０

名の職員は、打保防災庫および杉原診療所に集合し、地域の情報収集や被災状況など現地

確認の業務にあたり、電話やメールで振興事務所や本庁に情報を送っておりました。 

  今回同様、これまでも通行規制の際は、現地において地域の情報収集、状況把握、情報

伝達にあたってきており、被害が大きい場合には、市の職員が避難所等の支援にあたる等

の業務が発生することも考えられます。 

  富山市とは、災害時の消防相互応援協定も結んでおりますが、こうしたことを踏まえま

すと、まずは、孤立地域内にいる職員だからこそできることを考えていくという方針に立

ちつつ、改めて集まる場所や行う業務等の検証・検討を行ってまいりたいと思っておりま

す。 

〔総務部長 東佐藤司 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて答弁を求めます。 

〔消防長 坂場順一 登壇〕 

□消防長（坂場順一） 

  ２番目の緊急時の対応についてお答えいたします。 

はじめに、車両の通行規制区域内で、急病人や火災が発生した場合の対応についてお答

えいたします。 

飛騨市内には、災害や通行規制により孤立する地域が複数あることは認識しており、そ

の状況に応じ、急病人や火災が発生した際の活動方針を決めているところです。 

まず、雨量規制で通行不能になった場合は、議員もおふれになりましたように、道路管

理者と念書を交わすことにより通行可能となりますので、十分な監視体制をとったうえ

で規制箇所を通行し、災害事案に対応することとしております。 

道路が雪崩や土砂崩れで通行止めになった場合は、通行可能な道路で活動を行います。 

全ての道路が通行不能な場合は、富山市消防局へ応援要請を行います。また、防災ヘリや

ドクターヘリの要請を行い、孤立地域への医師や職員の搬送を行っていきます。 

ただ、いずれの状況におきましても、消防が対応するまでの間、時間がかかることが判

明しており、その間、孤立地域内の消防団や、地域の皆さんにご協力をお願いすることに

なります。 

次に、臨時へリポートの設置についてお答えいたします。 

飛騨市消防本部では、現在、孤立する恐れがある地域を中心に、臨時離着陸場を１４カ

所指定しており、例えば、議員ご指摘の地域では、神岡町北部地域では北部農村広場を。

山之村地域では山之村小中学校グラウンドを。宮川町の坂下地域では飛騨まんが王国を

それぞれ指定しております。 
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また、防災ヘリにつきましては、離着陸場以外の場所でも上空で停止し、昇降装置を使

って人員搬送や、物資搬送が可能です。このようなことから、現在の臨時離着陸場で、孤

立する恐れのある地域は対応可能と考えておりますが、今後の災害状況により、新しく必

要と判断した地域におきましては、ヘリポートまでのアプローチや設置基準を検討した

うえで、臨時離着陸場の指定を行っていきたいと考えております。 

〔消防長 坂場順一 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて答弁を求めます。 

〔基盤整備部長 青木孝則 登壇〕 

□基盤整備部長（青木孝則） 

  ４点目の道路付近の立木管理について、お答えいたします。 

道路付近にある立木の管理については、道路に危険を及ぼさないよう土地所有者が自

ら管理するのが原則であると考えていますが、現実には市内各所で、立木の管理がなされ

ておらず危険性のある箇所が存在するのは事実でございます。 

市としましては、周辺の立木が明らかに道路に危険を及ぼすと思われる場合は、所有者

に対し伐採等の管理を依頼していますが、多額の費用がかかる場合などは容易に伐採が

進まない場合があります。 

これらの事案に対応するため、市では昨年度より「飛騨市危険木処理事業補助金」を制

度化し、道路や公共物などに被害を及ぼす恐れのある危険木の処理について、経費の８割

を補助することとしており、昨年度は、４件の申請に対し１００万円の交付を行いました。 

今後も、道路に被害を及ぼす恐れのある民地の立木については、関係部署と連携を図り、

危険木処理事業補助金の活用により所有者自らが対策していただけるよう促すなど、道

路の安全性向上に努めてまいりたいと考えております。 

議員ご指摘の市道蟻川～相生線の被害については、市でも状況を把握しており、被災直

後の倒木処理後に残っている立木についても市道管理上、今後伐採することが望ましい

部分があると考えております。 

これらの立木伐採については、土地所有者に飛騨市危険木処理事業補助金を活用した

処理について相談しており、了承が得られれば事業着手していただけると考えておりま

す。 

なお、立木伐採とは別に、法面自体の危険性についても点検を行う予定であり、道路防

災上危険と判断されれば、国の補助事業を活用して市道の安全対策を進めて行く必要が

あると考えております。 

〔基盤整備部長 青木孝則 着席〕 

○８番（前川文博） 

  答弁いただきました。再質問考えていることをほとんど答えられてしまったんで、いま

大分考えているんですが。まず、今一番最後に聞いた危険木の話なんですけども。危険木
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の補助金出して、今８割補助でやるという話でした。昨年度は４件で１００万円の上限が

あったということなんですけども、これ上限は幾らで設定されていましたかね。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□農林部長（柏木雅行） 

  ただいまのご質問でございますが上限は特に設けてございませんので、お願いいたし

ます。 

○８番（前川文博） 

  すみません、柏木部長がでてみえたのでお伺いしますが、これは道路に直接影響あると

ころとかどうでしたかね。どの辺までが対応となるのか。例えば民家の裏とかそういうの

も危険な話で一緒なのか。例えば道路に限定するのか。その辺どうだったか教えてくださ

い。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□農林部長（柏木雅行） 

  危険木によって家屋とか住宅の用に供している家屋、また公共施設、地区の集会場、国・

県指定の文化財、そのほかには市道、林道、送電線等々に被害を与える恐れのある危険木

ということで、要綱が整備されておりますのでお願いいたします。 

○８番（前川文博） 

  この件はこれで終わります。それでですね、ほかの件なんですけれども総務部長に確認

をしていきたいんですけども、先ほど３０パーセントの３日分に増やしたうちの１日分

は市で管理すると。残り２日分は区や自治会に配布して管理していただくということで

した。そのうち市の管理のうち４分の１はハートピアでコンテナ管理。残り４分の３が各

市内へ配布ですね、していくということです。その４分の１はハートピアでコンテナで管

理ということなんですけど、コンテナはどのような感じで。例えばそれを積んで持ってい

くような感じを考えてみえるのか。そこへ取りに行くような感じなのか。その辺はどうな

んですか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  コンテナはＪＲ用コンテナ、ああいった四角いものを予定しております。そのときの

状況によってそこから必要なものを運び出す場合もあろうと思いますし、大量にどこか

の特定の地域へコンテナごと運ぶというようなこともそのときの状況によってあろうか

というふうに考えております。 

○８番（前川文博） 

  はい、わかりました。コンテナを持って行くにしてもね、道路通れなくなったら運べな



14 

 

いので、今回の増やした２日分については各地域で管理してもらって使えるというのは

非常に備蓄の数も増えたし、置く場所も増えていくということで非常に前進していいこ

とではないかと思っております。あとですね、先ほどあった３点目の話で、宮川で１０名

の職員がその地区のなかにあって、打保と杉原に集まって管理されたという話だったん

ですけども、国道４１号のほうには誰も行かれなかったのでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  これまでの経験で宮川地域はそういったこと、慣例といいますかしております。ただそ

れ以外にも職員、規制区域内の職員おりまして、そういった職員に対しましても今後そう

いったときの体制、行動ということを検討して徹底してまいりたいなと考えております。

ただ今回その１０名が国道４１号のほうに行かなかったのかということにつきましては、

行っておりません。当時、今後検討していかなければならない問題だとは思いますけれど

も、仮に谷、中山のほうへ入っていったとしても入ることはできるんですが規制の関係で

出ることができないというような規制状況だったようです。 

○８番（前川文博） 

  はい、そうなんですよね、猪谷から茂住方面は入っていくと県境の橋で止められるとい

うことで、非常に面倒なところで止めております。これ富山河川国道事務所のほう、ちょ

っと確認したんですけれども、例えば市役所の職員とかそういった方が通る場合、地元の

方が通る場合どうなのというと声をかけてもらえば通れますよということは、ちょっと

紙じゃないのであれなんですけど、そういう話もちょっとお伺いしていますので、またそ

ういうのも聞いていただいてですね、その今後起こればまたそのエリア内で、全般的にみ

てもらうのが飛騨市の今合併したあとの体制ですので、やっていただきたいなと思いま

す。今その話になったので、富山の河川国道事務所、本来でしたら猪谷のスタンドがある

所の先で止めるんですけれど、あそこから先が規制なんですが、なぜ国境橋で止めたかと

いうと、車が連なって猪谷のトンネルの中に車を止めたくないということで、国境橋で止

めると。管理がそこからはじまるということで。そういう理由だそうなんです。富山の地

区センターにも聞いたらその日地区センターも猪谷以外の職員は出勤ができないので、

猪谷にいた職員がそこに出勤していたということで、ちょっと状況がはっきりわからな

かったんですけれど、引継ぎの日誌とかによるとその付近で足止めされていた車がほと

んどいなかったのではないかと。トイレを使いたいとかそういった話もなかったという

ことで、猪谷地域には止まってなかったんです。この辺やっぱりこの３つの事務所がから

んでますので、やっぱりその辺もちょっと相談していただいて。猪谷で止まれば商店もあ

るしトイレもあるしいいんですよね。そうすると市内通行していく人とかも健康面とか

考えるといい部分がありますので、そういった部分でもうちょっと規制をする場所を考

えていただくとか、そういったことも協議していく必要があると思うんですが、その辺は
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どうですかね。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  今回の経験を踏まえてそういった関係部署との協議連携を図っていきたいと思ってお

ります。 

○８番（前川文博） 

  はい、ありがとうございます。あとですね、消防長のほうから先ほどヘリポートの話が

あって臨時ヘリポートは１４カ所あるということでした。茂住のところもあとであると

いうことを聞いたんですけれど。たしかに茂住の方はたまにそこにヘリが降りて資材を

下ろしたりということがあると知ってみえるんですけれど、やっぱり少し離れた場所の

方々はどこにあるか知らないというのが現実だと思うんです。今３カ所ほどですか、お答

えあったんですけれども、こういう臨時ヘリポート、使える場所というのがあるんであれ

ば今ハザードマップとか防災の関係のほうも今つくってるんですよね、紙ベースのもの。

そういったものにもある程度載せていくのがいいんじゃないかと思うんですけどその辺

はどうですか。ハザードマップなり防災のパンフレットですね。ヘリポート、臨時で使え

るところはここにありますよというようなことが。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□消防長（坂場順一） 

  ハザードマップの件なんですが、この臨時ヘリポートにつきましては状況によって場

所が変わることがあります。昨年造りました神岡の消防防災ヘリポート、あそこができた

関係で、ひとつ指定を無くしました。それはどこかと申しますと坂巻グラウンド。あそこ

の指定をしておったんですが、あそこをひとつ減らしました。本来であればどこでも着陸

できるというのが、緊急時のみなんですが、着陸できるんですが一応指定してそこの管理

もしっかりしているということで、私どものほうでは指定をさせていただいております。

いずれにしましてもハザードマップに載せるということで、ずっとその場所が指定され

とる場所かどうかというのはちょっと不透明なところがありますので、今後検討してま

いりますので、よろしくお願いいたします。 

○８番（前川文博） 

  はい、わかりました。そういう場所が欲しいねという話もありましたし、本当にそこの

地元の方だけがやっぱ知っていた場所があったもんですからそういったものを載せれば

どうかなといういうことで今質問させていただきました。その辺は臨機応変に対応でき

るということであればいいと思いますので、また地元のためにいろいろやっていただけ

ればと思います。それでは、これで一般質問を終わらさせていただきます。 

  〔８番 前川文博 着席〕 
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◎議長（葛谷寛德） 

  以上で８番、前川文博君の一般質問を終わります。 

  次に９番、中嶋国則君。 

なお質問中、資料の使用願いが出ておりますので、これを許可いたします。 

  〔９番 中嶋国則 登壇〕 

○９番（中嶋国則） 

  議長のお許しを得ましたので、大きく３点について質問させていただきます。１点目は

公共交通桃源郷線について。２点目はクアオルト健康ウオーキングの推進について。３点

目は森林公園の管理棟・宿泊棟の耐震化についてです。 

  それでは１点目、公共交通桃源郷線について質問させていただきます。公共交通の見直

しがなされ、この１１月１日よりルート変更や運行ダイヤの一部変更がされました。桃源

郷線については、「株式会社飛騨ゆい」によるすぱ～ふる送迎無料バスが飛騨古川駅から

すぱ～ふるまで、毎日一往復運行されていました。 

しかし、バスの利用者が減少することにより、費用に見合う効果がないため、金曜日の

みの運行になりました。金曜日の利用者は「女性デー」の実施により比較的多いため廃止

せず、当面は運行されるようです。 

さて、公共交通による桃源郷線については、飛騨古川駅発のすぱ～ふる行きが４便運行

されています。質問に大いに関係しておりますので、４便のダイヤを紹介します。まずは

じめは、午前１１時４２分発。２番目が午後３時４５分。３番目が午後５時５分。４番目

が午後６時１５分の４本です。途中の９カ所で乗客を乗せて、いずれも飛騨古川駅から２

６分の所要時間ですぱ～ふるに到着します。 

ところが、すぱ～ふるから古川駅へ戻ろうとする場合には、午後６時１１分すぱ～ふる

発の１便しかありません。例えば、古川駅発午前１１時４２分のバスを利用した場合は、

２６分かけて１２時８分にすぱ～ふるに着きます。そこで食事・入浴を済ませてもバスが

出発するまで４時間余の時間を過ごさなければならないのです。 

利用者の方から私のほうへ数人くらいですけれども、「もうすこし早く帰りたい。そう

すればもっと気軽に利用できる。何とか早く帰れるダイヤがほしい」との強い要望があり

ます。そこで提案ですが、古川駅午後３時４５分のこのバスは、すぱ～ふるに午後４時１

１分に着きますが、何と帰りは乗客を乗せず、近くのふれあい広場に駐車待機しています。

このバスは、古川中学校の部活バスとして利用されているからです。この部活バスを利用

運行することが何とかできないでしょうか。参考までに部活バスの時刻表を調べてみま

した。夏場の５月から８月ですと古川中学校発午後６時１５分です。そうしますと出発ま

でに午後４時１１分ですから約２時間の余裕があります。４月と９月ですと古川中学校

発、午後５時４５分です。出発までには約９０分の余裕があります。１０月と３月ですと

古川中学校発午後５時１５分です。出発までに約６０分の余裕があります。冬場の１１月

から２月は、古川中学校発午後４時４５分となっております。出発までには３４分しかあ
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りません。担当課の説明では、運転手の休憩時間が必要なため冬場の運行は実現が無理だ

とのことですが、夏場は、利用可能との説明でした。夏場は部活バスを利用して、１１月

から２月の４カ月間は何とか別の対応することによって、通年運行ができないか。そう思

うわけです。市の見解を伺います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔総務部長 東佐藤司 登壇〕 

□総務部長（東佐藤司） 

  公共交通桃源郷線についてのご質問にお答えします。市の公共交通は、全国に１５自治

体しかない「地域公共交通再編実施計画」を平成２７年度に策定し、国・県の補助をいた

だきながら運行している状況にあります。この計画は５年間で、その見直しは、利用者数

の増加やサービス水準の向上が見込まれるかという利便性の高さ、また運行経費の削減

や収入の増加策として適当であるかという効率性の向上によって判断され、ハードルが

高いものであるということを、まずご理解いただきたいと思います。 

  そのうえで、桃源郷線の見直しにつきまして検討を行っておりますけれども、議員ご指

摘の１４便の回送を乗降用に運行するためには、７キロの延伸と年間約６０万円の追加

費用が見込まれるため、いずれかの利便性の低い市営バス路線や便を減少させてはじめ

て運行が認められることとなっております。 

  このことを踏まえて、現在利便性の低いふるかわ循環乗合タクシーの見直しを行って

いるところであり、これにより、必要な時間帯に使用できる車両を確保したうえで、中学

生部活バスとの調整、そして、中部運輸局の許可が得られるなど複数の条件が整えば、来

年度以降に運行できるのではないかと考えております。 

  〔総務部長 東佐藤司 着席〕 

○９番（中嶋国則） 

  再質問をさせていただきます。運輸省の許可が要るからなかなかすぐにはできないと

いうことでした。そこで私今この桃源郷線について一般質問するにあたっては、他の路線

はどうなっているのか調べました。この１１月１日付で公共交通ガイドブックが各家庭

に配られました。その中で各路線をみますと、すこし驚くことがありました。というのは、

このガイドブックの中に１０ページに桃源郷線、あるいは稲越線、月ヶ瀬線というこの３

路線のダイヤが書かれております。そこで先ほどの話の中にちょっとあったかと思いま

すけども効率性というような言葉がございました。私この中身をじっくり見ましたら、や

はりこの今ほど質問したことと同じようなことがあるのではないかなと思ったわけです。

具体的に申し上げますと桃源郷線の飛騨古川駅からすぱ～ふるまでは、たった４便しか

ないんですね。１日のうちに。先ほど申し上げた午前１１時、午後３時、午後５時、午後

６時とたった４便しかございません。そこでほかの稲越線であるとか、あるいは月ヶ瀬線

を見ますとスクールバスの利用ということもあるんですけれども１０便ほど。稲越線で
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１０便、それから月ヶ瀬線ではやはり１０便あります。そういうことで、桃源郷はたった

４便。稲越線はスクールバスの時刻表もいれて１０便。月ヶ瀬線もスクールバスの運行い

れて１０便ということで非常に効率性ということを考えるとよく言われる「空気を乗せ

て走っているバスがある」ということは、大変河合町の方には申し訳ないんですけれども

こういったところが空気を乗せている路線じゃないかなと思います。そういうことで、こ

の桃源郷線については１０便に対してたった４便しかないという中で、効率性というこ

とを考えるならばもっとこの桃源郷線に増やすべきであると。例えていいますと人口の

問題がございます。古川町の人口は約１万５，０００人。河合町は１，０００人を切って

おります。宮川町は７００人を切っております。そういった中でもっとすぱ～ふるを利用

するための便、特に帰りの便が１便しかないとこういうその状況をすぐにでも直してい

ただきたいと思うわけです。そこで私の提案でございますけれども、株式会社飛騨ゆいの

この指定管理料というのが大変減らされております。平成２９年度は四百何十万円、そし

て平成３０年度も５００万円ほどということで、平成２９年度、平成３０年度にむけて１

千万円ほど指定管理料を減らすというような予想がされております。こういった指定管

理料の中で、先ほど東総務部長から年間６０万円かかるとおっしゃいましたけれども、６

０万円増やせば路線が１路線できるわけです。その辺のところ総務部長はなかなか判断

が難しいと思いますので、市長にお伺いしますけれども、わずか６０万円あればできるわ

けですから株式会社飛騨ゆいにあすからでもやっていただきたいと思うわけですけれど

も。あすは無理でしょうけど、その辺市長の英断を期待して質問させていただきます。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  おっしゃることは理屈としては非常によくわかるんですが、バスの路線というのはそ

れぞれの地域地域に事情があって、それぞれの地域地域の実情に応じて決まっているも

のですから。全然違う地域を取り上げてですね、そこと比較してどうかというのは、まず

前段の話ですが、これはいかがなものかと思います。それから今の株式会社飛騨ゆいの話

なんですが、６０万円やって単独に走らせてもらえばいいじゃないかということなんで

すが、それぞれやっぱり第三セクターですけれども株式会社としてのちゃんと収支をと

って、採算をとっていく、経営としてやってくという判断の中で判断をされているわけで

ありますから、市が全部丸抱えすればいいんじゃないかということでは決してないんで

はないかと思います。今部長からも答弁申し上げたように、公共交通路線、先ほど申し上

げたのは効率性の向上というのは、全体的な今回の地域公共交通再編実施計画がそうい

う理屈で成り立っておるということを申し上げたわけでありまして、別にこの路線につ

いて効率性がどうかということ言っているわけではないわけですね。ただ全体がそうい

うふうになっておりますから何かどれかをやめないとどれかがつくれないという仕組み

になっているよということを申し上げているわけです。したがって今申し上げたように
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古川循環乗合タクシーの見直しをすることによって確保できるんではないかという検討

を今しておるというのが総務部長の答弁でありますからそのようにご理解をいただきた

いと思います。 

○９番（中嶋国則） 

  ただいまの市長の答弁には納得できませんので、もうすこし掘り下げて質問させてい

ただきます。先ほどそれぞれの路線が１０便あるというようなことを申し上げましたけ

れども、温泉の利用ということを考えてですね、もうすこしじゃあ具体的に掘り下げます

けれど、すぱ～ふるは行きの便といいますか、すぱ～ふる行く便は４便で帰りは１便とい

うことで５回しかすぱ～ふるには停まらないんですよ。ところがゆぅわ～くはうすは１

０便ある中で稲越線と月ヶ瀬線であわせて１５回、ゆぅわ～くはうすに停まるんですよ。

こういったのが効率性ということで、もう少しその辺ですね、今現在たったすぱ～ふるに

は５回しか停まらない。河合のゆぅわ～くはうすには１５回停まります。これ、見ていた

だければ、１５回ゆぅわ～くはうすに停まるようになっております。ですから私が申し上

げているのは、その株式会社飛騨ゆいのほうへ６０万円出せば１便だけ増やせるんです

よ。そういったことを来年の４月もその運輸省のことがあるで、来年の４月も無理です。

もうすこし前向きな話で、じゃあ来年の４月から何とか株式会社飛騨ゆいに単独の無料

バスを走らせるとかそういったことを検討しますと。その辺はいかがですか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  現在行っている検討。まず今利用の少ない古川循環。本当に１日、１便０．３人しか乗

っていない便があるものですからそういったところを減便し、今提案があったほうへ時

間調整しながらまわすということを４月にむけて今、検討しております。まずは。それと

そのそもそもこの公共交通の見直しを行なった理由といいますか、背景ですけれども合

併してからも飛騨市内には運賃がさまざまであったり、サービス水準が格差があったと

いうこと。それから大きなのが公共交通にかかる経費が増えていっている中で全体的な

市の財政規模が縮小していかなければならないところにあって、公共交通の支出も抑制

していく必要があったということで、将来的にも持続可能な公共交通を構築していくた

めには必要最低限といいますか、高齢者の通院、買い物。それから高校生の通学を確保す

るということを目標として再編を行なったということで、当時温泉ということは主には

考えておりませんでした。ただやっぱり見直した後、温泉ということの要望が強かったも

のですから地域によってはこれまで行けなかった地域、１便だけ行くようにしたりとい

うような改善はしてきたところでございます。 

○９番（中嶋国則） 

  もう一度言います。というのはですね、先ほど一般質問で言いましたように金曜日は無

料バスがでておるんですよ。利用者の方からは金曜日にやっぱりいろんな家庭の事情と
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か行事等で行けないことがあると。そういったときに「中嶋さん、何とか月曜日か火曜日

にもう１便何とかあると非常に利用しやすいし、お友達とも誘い合ってのんびり湯につ

かりたいんだ」ということを聞いております。ですから月曜日か火曜日にですね、株式会

社飛騨ゆいのほうと交渉していただいて、何とかもう１便。帰りの便ですよ。帰りの便を 

何とか出していただければと。これはまた何とか問答になりますので、止めますが。 

ということで、次のクアオルト健康ウオーキングの推進について伺います。さて、クア

オルトとはドイツ語で療養地や健康保養地を意味し、ドイツ国内では州など約３７０カ

所を指定をしています。山地や森林、温泉など自然環境を生かして数日から数週間の滞在

ができるように整備されています。健康促進による医療費の削減のほか滞在型観光につ

なげる狙いもあるようです。誰もが願う「いつまでも健康でありたい」を実現するには、

何が必要でしょうか。それはまず運動と栄養と休養のこの３大要素が大切です。この３つ

をバランスよくとることが健康につながっていくのではないかなと思うわけです。運動

をはじめるきっかけや継続するためには楽しさとそして手軽さが何といってもポイント

になります。この楽しさと手軽さを兼ね備えた運動がクアオルトウオーキングだと思い

ます。私も黒内の認定式典のあとウオーキングにガイドの案内によりまして、参加させて

いただきました。体力にあわせてがんばらなくても十分に運動効果が得られるコースが

飛騨市内に２カ所立派に完成をしたところです。専門的な見地を有するクアオルト研究

所による認定コースとして黒内地内に飛騨古川朝霧の森コースと信包地内に飛騨古川森

林公園コースを開設したところです。それを記念し、１１月１９日にクアオルト健康ウオ

ーキング認定記念式典が黒内の屋内運動場において開催されました。式典には関係者や

ウオーキング参加者をあわせて８０名余の主席者があり盛会でありました。私もこの式

典及びウオーキングに参加をさせていただきました。この式典ではこの２コースの認定

に加え、専門的な見地に基づいて有償でコースを案内する実践指導者４名と無償で案内

する普及ガイド５名が日本クアオルト研究所が認める公式ガイドとして認定をされまし

た。式典終了後には飛騨古川朝霧の森コースにおいて市内外より参加されたおよそ６０

名の方が記念ウオーキングを楽しまれ運動療法への認識を深めていただきました。日本

クアオルト研究所長と実践指導者の案内説明により約１時間かけてウオーキングを楽し

むことができました。飛騨市の医療費は１５億円というふうに聞いておりますが、この医

療費の削減、健康寿命延伸につなげていくには、どうすべきかを体験を踏まえて次の３点

について質問します。今後のクアオルト健康ウーキングの普及推進計画を伺います。教育

委員会が推進しているノルディックウオーキングとの違いは何でしょうか。ノルディッ

クウオーキングとクアオルトウオーキングによる地域活性化を目指すべきと思いますが、

市の考えを伺います。飛騨古川朝霧の森コースは、薬草の宝庫でもありクアオルトウオー

キングのみならず薬草鑑賞等の訪問が見込まれます。黒内屋内運動場の駐車場が発着点

になりますから、来シーズンにむけては、今、砂利になっております駐車場を何とか舗装

すべきと考えますが市の見解を伺います。 
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◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔農林部長 柏木雅行 登壇〕 

□農林部長（柏木雅行） 

それでは、クアオルト健康ウオーキングの推進について、１点目の今後の普及方法につ

いてお答えさせていただきます。クアオルト健康ウオーキングにつきましては、先般１１

月１９日、日曜日に、市内に２つのコースとして、朝霧の森コースと森林公園コース、ま

た有償でガイドを行う４名の実践指導者と、無償でガイドを行う５名の普及ガイドが日  

本クアオルト研究所から認定を受け、本格的に事業を推進する環境が整ったところです。 

市としましては、まずは市民の皆さんにクアオルト健康ウオーキングに慣れしんでも

らうため、来年度から「クアの道」を活用した定期的なウオーキング機会の提供として、

春以降に普及イベントを開催するとともに、イベントを契機にその後は毎月ウオーキン

グを開催し、市民の健康寿命の延伸に貢献したいと考えております。また、それらと並行

して実践指導者の皆様に市内を広く見ていただき、「クアの道」の要件に捉われない市独

自のコースの整備も検討してまいりたいと考えております。 

また、専門的な知見に加え、ウオーキング参加者の感想や要望などを直接把握している

実践指導者によるガイド組織の設立を支援し、設立後は同組織が独自に企画するウオー

キングイベントの実施や新たなガイド養成のための講座の開設、認定コースの簡単な維

持管理なども取り組める仕組みづくりを進めてまいります。 

２点目のノルディックウオーキングとの違いについてでありますが、クアオルト健康

ウオーキングは、ドイツで心臓のリハビリや高血圧の治療等に用いられる先進的な取り

組みを参考に、自然の野山を活用する運動療法で、運動強度が計測されたコースを専門的

な見地を有するガイドと一緒に歩くことで、自身の体の状態を把握することができ、自分

に最適なペースで歩けることが特徴です。 

  そうした点から、クアオルト健康ウオーキングは傾斜や起伏のある里山を活用する専

用コース「クアの道」でガイドの指導のもとで実施することが必要となりますが、ノルデ

ィックウオーキングは場所を選ばず、ポールを使って一人でもウオーキングを楽しむこ

とができるため、まずこの点に大きな違いがあると言えます。 

  また、ノルディックウオーキングはポールを持って歩くことで、より多くの筋肉を動か

し、一般的なウオーキングより運動強度を高め、主に健康づくりの中でも体力の維持や強

化、ダイエットなどを目的として実施されることが多いのに対し、クアオルト健康ウオー

キングは、自分の体力に合った歩行スピードで、一定の心拍数、具体的には１６０マイナ

ス年齢と、体表面を冷たく、具体的にはマイナス２度を保ちながら過度な負担をかけずに

歩くのが特徴で、主に運動療法として普段運動習慣のない方の動機付けに有効であるな

ど、目的・対象にも違いがあると言えます。 

  いずれにいたしましても、クアオルト健康ウオーキングとノルディックウオーキング
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は組み合わせが重要であると考えております。例えば運動習慣のない方に対し、クアオル

ト健康ウオーキングで日々の運動習慣の動機づけをし、その後の日常的な運動にはノル

ディックウオーキングを取り入れることで、習慣として継続的にウオーキングを楽しめ

る仕組みづくりにつながると考えられるため、今後はそれぞれの違いや特徴を活かした

推進に取り組んでまいりたいと考えております。 

３点目のウオーキングによる地域活性化についてでありますが、ノルディックウオー

キングは、現在、スポーツ推進委員を中心に市民の健康づくり、生きがいづくりなど、生

涯スポーツ推進の観点からその普及に取り組んでおり、市民の健康・活力の向上といった

意味での地域活性化につながると考えております。 

また、クアオルト健康ウオーキングは、専門ガイドと一緒に歩き、自分の健康に対して

集中的に意識を高める時間が確保できるプログラムであるため、飛騨市の温泉や薬草、エ

ゴマ、宿泊施設などと組み合わせ「健康」をキーワードとした魅力的な健康プログラムと

して提供することで、新たな誘客につながるのではと期待しております。 

実際、先般開催したクアの道認定記念ウオーキングでは、飛騨市薬草フェスティバルと

連携し、希望する参加者に薬草弁当を食べていただき大変な好評をいただいたところで

す。 

いずれにいたしましても、個人の体力や健康状態に応じた選択肢が増えることでウオ

ーキング人口の増加が期待できるため、今後も引き続き市民の健康寿命の延伸と健康な

地域づくりを進め、健康の聖地とよばれるにふさわしい飛騨市になることで、外部からの

誘客につなげていきたいと考えております。 

  〔農林部長 柏木雅行 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて答弁を求めます。 

  〔教育委員会事務局長 清水貢 登壇〕 

□教育委員会事務局長（清水貢） 

  ４点目についてお答えをいたします。 

黒内屋内運動場の駐車場舗装につきましては、６月議会の中嶋議員からのご質問の回

答として、総務部長より「市有施設全体の修繕状況を踏まえ指定管理者等と協議する」と

回答させていただきました。 

また、黒内区からも舗装に関する要望があったこともあり、検討したところですが、お

よそ９００平米の舗装に約５００万円かかることや、現在の砕石敷きのままでも駐車に

は大きな支障はないと判断し、現在のところ、見送っております。 

  以上のような現状ですが、今般、クアオルト健康ウオーキングにおけるクアの道が設置

され、黒内屋内運動場の駐車場がそのスタート地点となったことを踏まえ、クアオルト関

係で駐車場の利用度がどの程度になるのかなどの点を確認のうえ、改めて検討したいと

思っております。 
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  〔教育委員会事務局長 清水貢 着席〕 

○９番（中嶋国則） 

  再質問させていただきます。今ほど清水事務局長のほうから検討するという答弁でご

ざいました。そこでこれはですね、１１月１９日の認定式典のときに参加者の方とかいろ

いろ聞いたんですけれど、あそこはやっぱり雪がたくさん降るもんですから、除雪すると

砂利がもう道路まで出てしまったり、大変管理が大変やという話も聞きました。そしてや

っぱり砂利のままですと雑草が生い茂りますし、桐の木も大きいのがあってのこぎりで

切ったとそんな話もありました。管理が大変なんですね。そうするとやっぱり人件費的な

こともかかりますし、長期的な目でみたらすぐにでもやるべきだと思いますし、クアウオ

ーキングの人の出席というか利用あんばいをみて検討すると言わずにもっと積極的に前

向きにですね、やっぱりクアオルトを広めていくんだという姿勢で、やはりあそこにきた

人が舗装のほうがやっぱり感じがいいんですよね。玄関にあたるところですから。その辺 

４月にむけて新年度予算で何とか検討しますということはできませんか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□教育委員会事務局長（清水貢） 

  砕石の件でございますけれども、現在指定管理者であります株式会社飛騨ゆいさんの

ほうで管理の範囲内で重機によります転圧をかけて管理をしていただいております。ま

た黒内屋内運動場の利用者の多くは１２月から３月までの屋内運動の利用者が多いとい

う状況でございます。先ほど述べましたように、クアオルトのウオーキングのほうは４月

から１１月がシーズンだと思います。年間を通じてその駐車場の利用があると見込まれ

ますので、先ほど答弁申し上げましたようにクアオルト関係での駐車の利用度等を確認

いたしまして検討してまいりたいと思っております。 

○９番（中嶋国則） 

  たぶんそうかなと思ったんですが、これは新年度予算でなかったらまたいろいろあの

手この手で質問していきたいと思います。それでは、クアオルトのほう本題に移りますが、

柏木部長の説明の中でクアの道、これはあまり私横文字は好きじゃないんですけども健

康の道ということになるかと思うんですが、これの普及イベントを計画しておると。それ

からもうひとつ、その関連して毎月ウオーキングを計画しておるということでしたが、も

うすこし具体的に市民の方にわかりやすく説明をお願いしたいと思いますがお願いいた

します。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□農林部長（柏木雅行） 

  １１月１９日にオープンしまして現在は実践指導員等がいろんな課題にむけて検討を

行なっているところでございます。来年につきましては、先ほど申したようにイベントと
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か毎月のウオーキングを計画しておるところでございまして、詳細にはまだつめており

ませんので、今後詳細につめましたら広報とかチラシ等で全戸配布等しまして、年間の行

事というような形でお配りをさせていただきたいと考えております。 

○９番（中嶋国則） 

  クアオルトの先進地は山形県の上山市なんですね。これ上山市を飛騨市としても何名

かの方が視察をされておるというふうに伺っておりますが、その視察結果を受けて飛騨

市ではどのように参考にされたのか。その辺を伺いたいと思います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□農林部長（柏木雅行） 

  先進地である山形県の上山市へ８月２０日、２１日と実践指導員が３名と市の職員の

林業振興課課長、係長２名が視察にまいりました。どのような取り組みをしてみえるのか、

またどのようなことで意見交換をさせていただきまして現場の生の声を聞かせていただ

いたところでございます。「食べて健康」をキーワードに地元でとれました四季折々の農

作物とかくだもの等々、旬の食材を利用しましてクアオルト弁当またはクアオルト膳な

どで質の高い食の開発をしてみえたということで食についてたくさんの気づきがあった

というようなことで報告を受けております。 

○９番（中嶋国則） 

  上山市は日本での本当に最先端ということでございます。私、インターネットで見まし

たら上山市の取り組みをみてみますと、年始年末を除いた３６０日、毎日ウオーキングが

開催されております。これはですね、市長のリーダーシップといいますか、市長さんのお

名前は横戸長兵衛さんですけれども、毎日みずからが早朝５時台から健康ウオーキング

を実践されているということでホームページに載っております。市民の健康寿命延伸に

とどまらず、観光客誘致にも大変力を注がれてお見えになります。上山市の市役所の中の

組織体制ですね、ここを見ますとクアオルトの推進室というのが専門の課でございまし

て、職員が６名体制でやはり外貨獲得を含めて市民の健康、それに上山市振興計画の中で

健康保養地を目指してまちづくりの柱として官民一体となったまちづくりに取り組んで

いるということであります。私もやっぱり飛騨市もそのように本気度を示す必要がある

んではないかなと思うわけです。市長にお伺いをいたします。専門のクアオルト推進室の

ようなものを将来つくられるお考えがありやないか。その辺をお尋ねします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  今回ガイドを認定をいたしました。私どもはもちろん市でも大いに推進していきたい

というふうに思ってますし、そのためにまずは普及を図りたいということで、来年度やっ

ていくつもりですが。ガイドの皆さんにやっぱり中核になって進めていっていただく体
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制がいいんではないかというのは基本的に思っております。なので、市役所がもちろん先

頭に立ってやるというスタイルの上山市はたしかにそういう形になっておりますが、む

しろ民間ガイドで組織をしっかりつくってもらってですね。全てガイドがいりますし、そ

ういうことも含めあわせて考えますとまずその民間組織をしっかりと育てるというのが

先かなあということを思っています。将来的にまた規模が大きくなってくるというよう

なことが出てくると思いますので、そうした際にはあわせて市役所の体制も考えていき

たいなと考えております。 

○９番（中嶋国則） 

  市長の方針を聞かせていただきました。ありがとうございました。それでは最後の３点

目ですけれども森林公園の管理棟・宿泊棟の耐震化について伺います。これにつきまして

は９月の議会においても同じような質問をさせていただいております。もうすこし前に

進んだ答弁が聞きたいと思って再度質問をさせていただきます。森林公園は、スポーツ施

設として陸上競技場や野球場、サッカー、テニスなど多くの市民をはじめ、スポーツ・観

光誘致の成果として遠く県外からもたくさんの利用があるところであります。この管理

棟・宿泊棟ですけれども、建設してから３９年間も使用されてきた建物でありまして、と

ころどころ壁がはがれて落下するなど危険性もあり、最近では壁の修繕等はされており

ません。整備の重要性を改めて問いたいと思います。９月議会でも申し上げましたけれど

も、この飛騨市へのスポーツ大会や合宿による宿泊者数というのは大変多ございます。飛

騨市への誘客手段として、サッカー、ラグビー、野球などの大会が数多く開催をされてお

ります。昨年度の実績を申し上げますと、宿泊者が一番多いのはサッカーです。５月の連

休からはじまって、５カ月余、１０月まで市内において２２回の合宿や大会が開催をされ

ております。宿泊者は延べ人数で、前回も言いましたけれども１万２，０００名を超える

と。大変多数であります。次に２番目に多いのがラグビーです。ラグビーの取りまとめは、

宿の斡旋等は数河高原観光協会がやっておみえになりますので、そちらのほうへお聞き

しますと宿泊者は約８，０００人と。３番目は野球です。宿泊者は約１，０００人という

ことであります。そのほか小学生のバレーボール交流会などが開催されており、宿泊され

る方もあるとお聞きをいたしております。スポーツ競技関係の宿泊者は、飛騨市内におい

ては合計で２万人を優に超えるというところです。宿泊料金やあるいは食事、お土産品な

どの消費額は、仮に１人１万円を消費したと仮定すればサッカー、ラグビー等含めて、２

億円を超える経済消費額になるとそんなわけで大変経済の活性化に役立っておるという

ところでございます。また、市内の宿泊施設の方にお聞きしますとスポーツ大会によって

選手等役員の宿泊の斡旋はするんですが、応援に来た方の斡旋まではやってない大会等

もあるということでございます。そういった斡旋の対象にならない応援等の方は高山市

内で多くの方が宿泊をされておるとそういった状態にあるということを聞いております。

古川町内のキャパシティーがないんだということであります。そういうことで、次に森林

公園の管理棟・宿泊棟の災害時の緊急避難指定に場所に指定をされておるということに
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ついて、これも９月議会で申し上げました。平成１１年の９．１５豪雨災害では、避難勧

告により信包区民や谷区民が林業センターに避難し宿泊したということがあります。し

かし耐震工事がなされておらず、災害時の耐久性には大変不安があるところであります。

そのときの災害状況写真を資料として提示をいたしております。ご覧いただきたいと思

うんですが、これは黒内地内での被災状況なんですね。ここに特に８枚の写真ございます

けれども、左の下２枚、この橋の近辺、非常にあの川の上流から下側へうつりますと、一

番下の写真、暁橋ですか。これなんかでもやっぱり下流のほうに杉の大木がそこにありま

すし、大変この当時交通の支障になってホテル季古里とかそういったほうへの通行がで

きなかったということもございます。そして、ちょっとこの写真はなかったんですけれど

も実は９月答弁でこの緊急避難所が五ヶ村地区にはないし、というようなお話をしたと

ころ、市長の答弁では「ホテル季古里とかすぱ～ふるがあるから大丈夫ですよ」というよ

うな答弁がございました。ところがですね、あの質問の後すぐ黒内の方から「いや、中嶋

さん、実は季古里も豪雨災害の被害にあったんですよ」という電話をいただきました。そ

こで、すこし前にホテル季古里のほうへ行ってお尋ねしましたら、ホテル季古里は二階建

てになっておりますけれども、一階が床上浸水に近かったということで。和室１０畳の部

屋が３室ございます。この畳を全部、床上になりそうになったから全部上げたんですよと。

そんなことでさらに中庭の池がございますけれども、ここも土砂でいっぱいになって除

去するのに大変だったと。そんなわけで営業どころではなかったんですよとそういうお

話をお聞きしました。これはですね、災害の原因はホテル季古里の裏側に小さな水路があ

ります。その水路が氾濫をして、ホテル季古里の一階のほうへ入ったということでござい

ました。そんな中で、９月にも申し上げましたけれども、この五ヶ村地区には、鷹狩保育

園がございましたけれどもこれもなくなりました。本当に振興事務所もなければ保育園

もない、小学校もないということで、公共のですね、そういう行政施設がない。避難する

場所がないという状況でございます。そんな中で、何とかやっぱり１日も早い、安心安全

な林業センターを建てていただきたいな思いますが、市の見解をお伺いいたします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□教育委員会事務局長（清水貢） 

９月議会での中嶋議員のご質問に対して、森林公園林業センター及び宿泊棟について

は、スポーツ施設整備計画の中で検討する旨をお答えしたところですが、あらためてご説

明を申し上げます。 

現在の森林公園は、大半が一般市民利用ですが、市外の方の利用を含めて年間２万１，

０００人以上が利用されており、利用率が高いスポーツ施設です。 

一方、公園内の多くの施設・設備は、建設から３５年から４０年が経過し、駐車場の配

置を含めて大規模改修・改築の検討が必要な時期にきています。また、議員からも提案が

あった陸上競技場の４００メートルトラック整備や、サン・スポーツランドの公式大会向
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けの整備など、大規模改修の要望もある中で、公園全体として、今後のあり方を検討して

いく必要もあります。 

  ご質問の主旨であります林業センター及び宿泊棟の耐震化についてですが、林業セン

ター、これは前の建物のことでございますが、耐震化費用が約９，０００万円、宿泊棟、

これが後ろの建物のことですが、耐震診断は未実施ですが、建替え、新築に匹敵するほど

の高額な費用が見込まれております。公園全体の整備計画の中で建て替え等を決めるこ

とがあれば、当然、現在の耐震基準を満たす建物への改築となりますので、耐震化のみを  

先行させることは適当ではないと考えております。 

いずれにいたしましても、老朽化の現状、また災害時に地域住民の方々の避難施設とし

ても活用していただけることも十分理解しておりますが、問題は建築投資にあてること

ができる財源がない中で、どのように優先順位をつけていくのかという点にあります。そ

して、現在、まさしくその検討を進めているところであり、方針を明言できる段階にない

ところをご理解いただきますようよろしくお願いいたします。 

○９番（中嶋国則） 

  スポーツ振興の観点からお尋ねしたいと思います。ことしの８月上旬に飛騨市長杯サ

ッカー大会が開催をされております。これは高校生の大会で、ＪＳＰ、ジャパン・スポー

ツ・プロモーション主催による大会でございまして、約３０チームですか、監督さん等が

みえたという中で。これは二十数年来の古川町ボランティアの支えによりまして、ずっと

毎年開催されてきたというところであります。市長杯ということで、都竹市長も歓迎挨拶

を兼ねて、主催者の役員とか参加チームの監督さんと交流をもたれたということをお聞

きしております。その交流をもたれた中で、森林公園を含めたスポーツの施設整備につい

て意見が交換されたのか、その辺をお伺いしたいと思います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  ＪＳＰの大会のときでしたが、別の行事が入っていまして夜の懇親会で監督さんたち

とご一緒したのですが。それから閉会式終わった直後でしたが、現地へ駆けつけましてお

話をいろいろいたしました。ご要望の声として、まず夜のときにですね、宿泊は分宿をさ

れておりまして、おもしろい仕組みになっておりまして、勝つと街の中の比較的便利なと

ころに泊まる。それで負けるとですね、会場から遠いところになるということでそういう

仕組みがとられているそうでありまして、それもひとつの何と言いますか、上位を目指す

励みのように使われているという話をそのとき聞きました。ハード的なことにつきまし

ては、宿泊施設等のお話は一切ございませんで、黒内のグラウンドがもう一面あるといい

というお話をされました。これは先日前回の議会のときにスポーツ振興計画の中でご要

望があるという中でも申し上げましたけれども、もう一面あるともう数チーム呼べる。来

たいところが現にあるというお話でありましたし、それから黒内のグラウンドの管理が
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非常にいいと。これは株式会社飛騨ゆいのたけた社員がおられて、本当に私も拝見させて

いただきましたけど丁寧な芝の手入れをされています。それがものすごく高い評価を得

られていて。そういった芝の面がもう一面あるといい。これは人工芝でも場合によっては

構わないけれども天然芝だとなおいいというお話がございました。ご要望としてはその

あたりであったかというふうに承知しておりますけれども。非常に伝統ある大きな大会

ですし、非常に飛騨市を喜んでいただいて来ていただいてますので、今後も連絡を密にし

ながらですね、受け入れを強化していきたいなと思ったところでございます。 

○９番（中嶋国則） 

  宿泊につきましては、９月のときにも申し上げましたけれども旅館民宿の後継者が近

い将来減少して大会誘致に支障が出るということでございますので、その辺の対策もぜ

ひお願いをしたいと思います。以上で私の一般質問を終わります。ありがとうございまし

た。 

   〔９番 中嶋国則 着席〕 

 

 

◆休憩 

◎議長（葛谷寛德） 

  ここで休憩といたします。再開を午後１時といたします。 

 

  （ 休憩 午前１１時５６分  再開 午後１時００分 ） 

 

 

◆再開 

◎議長（葛谷寛德） 

  休憩を解き、会議を再開いたします。 

  午前に引き続き、一般質問を行います。７番、德島純次君。 

〔７番 德島純次 登壇〕 

○７番（德島純次） 

  それでは議長のお許しを得ましたので質問をさせていただきます。私は空き家対策に

ついてお伺いいたします。 

  全国における空き家の総数は、住宅・土地統計調査、総務省によると、平成２５年時点

で約８２０万戸、そのうち売却用・賃貸用等を除いた「その他空き家」は約３２０万戸と

なっています。 

人口減少の急速な進展などにより、今後、空き家の数がさらに増加し、安全性の低下、

公衆衛生の悪化、景観の阻害等多義にわたる問題が一層深刻化することが懸念されてい

ます。 
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 飛騨市でも例外ではなく、２町２村が合併して飛騨市が誕生した平成１２年の人口は

３０，４１２人、世帯数９，３６７戸が１２月１日現在人口２４，７２６人、世帯数８，

９０５戸、高齢化率３７．８３パーセントと人口減少および高齢化が急速に進み、今後も

人口は減少し平成４２年には人口１９，２３１人、高齢化率４２．５パーセント、国立社

会保障・人口問題研究所、と推測されています。 

  このような状況の中、飛騨市の空き家の推移は、住宅・土地統計調査によりますと平成

２０年住宅数１０，３１０戸、空き家数１，４１０戸、空き家率１３．６パーセント、平

成２５年住宅数１０，１２０戸、空き家数１，６６０戸、空き家率１６．４パーセントと

なっており、全国平均１３．５パーセント、岐阜県平均１５．２パーセントを大きく上回

る状況です。 

  今後、人口減少や高齢化の影響によりさらなる空き家の増加と空き家率の上昇が予想

される中、地域住民の生命、身体または財産を保護し生活環境の保全を図るための取り組

みが重要となります。 

  これを踏まえて、飛騨市は平成２３年に「飛騨市特定空家等対策条例」以後「条例」と

いう、「飛騨市特定空家等対策条例施行規則」以下「施行規則」という、を制定し、空き

家等対策を効果的に推進するために、所有者、行政および民間業者が連携し、協力して対

策に取り組んで行くために、空家等対策の推進に関する特別処置法第６条の規定に基づ

く「飛騨市空家等対策計画」、以降、対策計画という、を本年策定し、この計画策定によ

り、空き家にしない予防の推進、空き家の流動化・活用、管理不全状態の空き家の解消を

進めています。また、「特定空家等、危険空家等」として市が認定した場合は、所有者な

どに対し助言、指導、勧告、命令など「空家等対策の推進に関する特別措置法」に沿った

措置が可能となりましたと飛騨市ホームページにあります。そこで空き家対策に関し次

の点について伺います。 

１、条例・施行規則の不備について。平成２７年に１次調査を実施した結果、危険な状

態の空き家として４３戸が報告され、本年に実施されました２次調査の結果３４戸が確

認され、残りの９戸は解体されていたり、不動産管理会社に管理が移行していると伺いま

した。 

特定空家の認定には、将来の蓋然性を考慮した判断内容を含み、かつ、その判断に裁量

の余地がある一方で、その措置について財産権の制約を伴う行為が含まれることから、当

該、特定空家等の所有者等に対し、助言・指導といった働きかけによる行政指導の段階を

経て、不利益処分である命令へと移行することから、慎重な手続を踏むことが要求される。

国土交通省の特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るための必要な指針、こ

とから飛騨市では特定空家等の判断基準を検討中とのことですが、条例、施行規則にのっ

とって特定空家の認定ができないことは条例、施行規則の不備と考えますが、市の考え、

対応を伺います。 

２つ目、空家撤去補助制度について。空家特別措置法では、倒壊の危険がある特定空家
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等を対象に助言、指導、勧告、命令を行い、特定空家等所有者等に経済的負担を強いるこ

とになります。対策計画では、「特定空家等の除却に対する支援方法などについて検討を

していきます」とあります。そこで資金による対応処置、すなわち経済的な誘引の提供と

して、施策の実施に要する費用に対する補助、特定撤去費用補助制度を行うのも重要なポ

イントと考えます。空家の撤去費補助制度について、毎日新聞が実施したアンケート調査

の結果によりますと、全国市町村の１，７１８自治体中、撤去費補助制度の条例を制定し

ている自治体は３５５自治体、２０．６６パーセント。条例を制定している自治体を対象

にアンケート調査を行い、３２５自治体から回答を得られた中で、撤去費の補助制度があ

ると回答したのは、９６自治体、２９．５パーセント。制度が無いと回答したものは。２

１１自治体、６８．０パーセント。９６自治体のうち５５自治体が実施をしています。こ

れは２０１４年９月２１日の毎日新聞記事によりますと条例制定している自治体の１６．

９パーセントが補助を行っています。そこで、飛騨市は空き家撤去補助制度をどのように

考えているかを伺います。 

３番目、相続放棄された危険空家等は誰が管理責任者か。地方の衰退による住む人がい

なくなった家、荒れた山林や田畑などのいらない不動産が相続放棄されて、処分されるこ

ともなく、放置されたままの空家、荒れた土地が増えることが懸念されていますが、飛騨

市に相続放棄された事例はあるか。また、相続放棄された不動産の管理責任者は誰になる

のかを伺います。 

４番目、代執行や略式代執行について。倒壊の危険性が高く、危害を及ぼす可能性があ

る特定空家等で、命令を履行しなく放置されたり、相続放棄されている場合や相続が何代

もなされていなくて、相続人全員の追跡が困難な場合などは、市が代執行や略式代執行す

ることになります。国土交通省の２０１７年３月時点の資料によりますと、空家対策特別

措置法に基づく代執行の実績は１１件、所有者不明の場合に行う略式代執行は３５件と

なっています。今後このような事案が増えると思われますが、行政の事務手続き、費用負

担も大きくなります。特に所有者不明の場合は、撤去費用の回収はできず、税金でまかな

うことになり市財政を圧迫することになると考えますが、市はどのように対応するかを

伺います。 

空き家化の予防について。飛騨市は、平成２５年住宅・土地統計調査において空き家の

総数１，６６０戸、そのうちその他の住宅、長期不在・建て替えに伴う解体予定住宅、が

１，３００戸と大変多くの空き家があります。４年経過し、状況も悪化していると思われ

ます。自治会による空き家調査を行い、空き家の実態把握、空き家所有者の利活用に関す

る意向アンケート調査、アンケートデータの分析を実施し、今後の空き家等対策に活用す

ることにより、実効性ある対策ができると考えます。データ分析を行なうことで、地域特

性を把握することができ具体的な対策を検討するうえでも重要と考えますが市の対応を

伺います。 
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◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔総務部長 東佐藤司 登壇〕 

□総務部長（東佐藤司） 

空き家等対策について順次お答えさせていただきます。 

１点目のご質問ですが、市は、平成２３年３月に「飛騨市廃屋対策条例」を制定し、空

家対策を進めてきましたが、国が平成２７年２月「空家等対策の推進に関する特別措置

法」を施行されました。それにあわせて「飛騨市特定空家等対策条例」に改め、したがっ

て現在は、上位法である特別措置法と市独自の条例が並存している状態にありますが、法

の規定が条例よりも優先するということはいうまでもありません。 

その中で、議員ご指摘の特定空家の判断につきましては、確かに特別措置法では明確な

基準を示しておりませんが、これは各自治体が国が示すガイドラインに基づいて、それぞ

れ詳細な判断基準を作成し、空家等対策協議会において決定することで、特定空家を認定

することを想定したものと考えております。実際他の先行自治体においては、そのような

取扱いが行われており、飛騨市においても同様に取り組んでいくこととしております。 

  ２点目、特定空家等の撤去に対する補助制度につきましては、現時点で特定空家等の具

体的な対応に至っていないため、その必要性については今後検討していくテーマと考え

ており、対策計画にはその趣旨の記載をしているところでございます。 

県では今年度より、市町村が空家所有者等が行う空家の撤去補助に対し、３分の１を補

助する制度を設けたこともあり、歩調をあわせることも含め検討してまいります。 

他方で、市としては、空家の撤去もさることながら、空き家の流動化や特定空家化の予

防も必要なことと考えております。このため、新年度予算編成に向け、空き家流動化の支

障となっている家財道具等の処分費用の補助や、相続登記がなされてないことが、特定空

家等を発生させる一因となっていることを踏まえた相続登記の補助制度についても検討

しているところであります。 

３点目のご質問ですが、市で把握している相続放棄された事例は１１人、うち家屋が含

まれるもの７人、相続財産管理人が選任されているものは１件となっています。「相続放

棄された危険空家等は誰が管理責任者か」とのおたずねですが、民法第９４０条第１項で

は、「相続を放棄した者は、その放棄によって相続人となった者が相続財産の管理を始め

ることができるまで、自己の財産におけるのと同一の注意をもって、その財産の管理を継

続しなければならない。」とされております。 

  例えば相続人が５人いるケースにおいて、４人が相続放棄をした後、残る相続人は１人

となることから、最後に相続を放棄した者が、相続財産管理人が選任されるまでの間、財

産管理の義務を負うこととなります。 

  次に４点目のご質問ですが、特定空家等の代執行にあっては、所有者にその費用を請求

するのが原則であり、あくまでも所有者に負担を求めていくことが基本となります。所有
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者がいない場合は略式代執行となり全て市の負担となりますが、そもそも、これらは特定

空家等に認定されたもの全てができるものではなく、特定空家の中でも「著しく保安上危

険となるおそれの状態にあるもの」、「著しく衛生上有害となるおそれのある状態にある

もの」に限られまして、「景観を損なっている状態にあるもの」や「周辺の生活環境の保

全を図るために放置することが不適切である状態にあるもの」については、助言・指導ま

でにとどまるものであります。 

したがいまして、仮に略式代執行による撤去費用が市の負担となることがあっても、そ

れが次々と発生し、市の財政を圧迫するような事態には陥らないものと考えております。

また、実際の執行にあたっても、地域住民の生命、身体または財産を侵害する危険性があ

るものを基本とし、事例毎に慎重に検討・実施していく所存でございます。 

５点目の空き家化の予防についてでございますが、空家等対策計画における空き家化

予防の基本方針は、地域と連携した空き家等の実態把握と所有者等への責任意識の醸成

としております。その具体策として、空き家による悪影響への理解を深めていただく必要

があることから、自治会との連携、広報紙・ホームページでの情報発信、固定資産税納税

通知書へのチラシ折り込み、ワンストップ窓口の設置による利便性の向上などさまざま

な形で予防を推進しております。 

  議員ご指摘のように自治会による全数調査と利活用アンケートによる意向調査は大変

有効な手段であると思いますけれども、自治会への負担増加や空家所有者等の特定にも

大きな労力が予想さます。 

このようなことを踏まえながら、自治会との連携を継続するためにも、これまで市で把

握している特定空家と思われる家屋情報の更新と新たな特定空家と思われる空家情報の

提供について、新年度から制度化し情報収集に努めてまいりたいと考えております。 

また、流動化を促進することでの空き家化予防を推進するため、固定資産税納税通知へ

の住むとこネット登録依頼チラシの折り込みを継続し、登録物件を増加させることで予

防していきたいと考えております。 

  〔総務部長 東佐藤司 着席〕 

○７番（德島純次） 

  条例施行規則のところでですね、この判断基準を定めるということでしたが、特定空家

になるですね、判断基準を今後つくっていくということでしたがいつまでをめどに予定

されているか伺います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  判断基準について国のガイドラインをもとに今、案は作成しております。第一調査は今

職員のほうが動いておりまして、今度年内に空家等対策協議会を開催する予定でおりま

す。その中で、判断基準について合意形成を図っていくということで、年内もしくは年度
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内には策定する予定です。 

○７番（德島純次） 

  それではですね。今、先ほどもでましたけど非常に危険な空家、環境に影響を及ぼした

り、周辺住民にですね、危害を及ぼすような危険な空家が発生したらですね、例えば今回

のような台風によってですね、いままでは危険を及ぼすような空家でなかったけれども

台風によって非常に危険な状態になったという場合などは、緊急に措置をする必要があ

ると思いますが、そういうときは市としてはどのような対応をとるか、教えてください。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  そういった危険な家屋とか、例えば倒木とかといったものもあろうかと思いますけれ

ども、道路法とか消防法、環境のほうの法律に照らし合わせて緊急対策をとるということ

もございますし、生命財産に緊急性を及ぼすような場合は定められた法律にのっとって

対処していきたいと考えております。 

○７番（德島純次） 

  その危険な空家をですね、例えば空家処置法に応じてやるというと手順を踏む必要が

ありますよね。助言、それから指導、そういうものを踏んだうえでないと処置ができない

というようになるんですが。市条例の中で例えば緊急安全処置みたいなものを定めてで

すね、そういう危険なときは優先的に処置ができるようなものをするというのもあるん

ですが、そういうものを考えられませんか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  今回この特定空家特別措置法、空家の法律の中ではやっぱり最終的な代執行に至るま

では、個人財産、憲法に保護されている財産権がございますので、それなりの手順を踏ん

でいかなければならないというふうに考えております。 

○７番（德島純次） 

  今市ではですね、特定空家等に対する条例をつくっていますが、飛騨市特定空家等対策

条例ですが、この中に緊急処置というのを項目を設けてですね、そういうときに対応する

ようにするというのは可能だと思うんですがいかがですか。 

△市長（都竹淳也） 

  特別措置法ができておりますので、法が優先をいたします。法の考え方があくまでも個

人の財産であるということを前提に手順を踏んでいくという考え方をとっておりますの

で、恐らく条例でそれを決めると違法になる可能性がでてくるというふうに考えており

まして、基本的には法の考え方にしたがってやっていくということになっております。条

例で恐らくいかせることができるのは、例えば区長とかですね、そういった人を通じてい
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ろんな調査とか助言をしていくとかそうした規定が確かあったと思うんですが、そうい

うとこは法に入らない部分で条例がいきるところだと思うんですが。いずれにしまして

も法が特別措置法がしっかりできている関係がありますので、条例の見直しについては

一通り今回動かしてみたあとで検討したいというのが去年もですね、そうした議会で答

弁させてもらってますけども。そうした実際の運用を踏まえてですね、条例の文言、ある

いは条例の改正整備を検討していくとそういう流れになろうかと思います。 

○７番（德島純次） 

  空き家対策の目的を大きくいうとですね、危険空家の除去、それから利用可能な空き家

を再利用するということだと思うんですが、飛騨市の条例は今、空家の除去をメインに据

えて設定されていると思われますが、この利用可能な空き家を再利用する、こちらをメイ

ンにしてですね、特定空家等も含めた総合的な条例を制定するというのは適当だと思う

んですが空き家の活用、それから適正管理に関する条例を制定してですね、空き家の発生

予防、活用、適正管理、管理不全状態にならないための助言、指導、措置。覚知できない

ときの対応、さらにこれにともなう施行規則を定めて特定空家等に該当する状態、判定基

準などの条例、施行規則の整備を行なうというのが妥当だと思いますが、市の考えはいか

がですか。 

□総務部長（東佐藤司） 

  ただいまご指摘のあったその件につきましては、空家措置法に基づき飛騨市空家等対

策計画を策定しております。その中でいまの要望とか除去から流動化を謳っております。

それから市の助言そういったことの手順等も謳っております。ただ認定基準については

この計画の中でも謳っていないものですから、今後協議会の中で合意形成を図って進め

ていくという計画でおります。 

○７番（德島純次） 

  それではちょっと所有者の確知できない空き家の不納欠損処理について伺います。総

務省統計によるとですね、２０１５年度の状況ですが、不納欠損処理の金額が市町村税全

体で１，０７７億円とあります。そのうち４３８億円が固定資産税を占めております。不

納欠損処理の中で個人の占める比率は５０パーセント、その個人分のうち所有者不明や

死亡していて課税ができない関連のものは、個人の占める全体のですね、１８パーセント

に達していると。所有者不明かが不納欠損の要因のひとつになっていると報告されてい

ます。飛騨市では空き家の所有者が判明しない空き家等により不納欠損処理をおこなっ

た事例がありますか。または確知できない空き家等が増加すると考えられますが、市は今

後どのような対応をとっていくのか伺います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  先ほど相続放棄の問いに対する答えの中で７人が家屋を含む方、例がございます。そう
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いった方に対しましては、納税者が不存在ということで通知は保留し、相続財産管理人の

申し立てがない場合は５年経過したのち不納欠損処理をしております。そのほか宛名が

不明とかという例だと思うんですけども、そういったのは個人の住宅についてはないと

いうことでございます。 

○７番（德島純次） 

  飛騨市の場合はですね、あまり特定空家を代執行したり簡易代執行をされたという事

例はないようですが、今後空き家が増えてくるとですね、そういう事例も増えてくるだろ

うと思われます。こういうものが増えてきて、代執行が増えたり、特に費用を回収できな

い簡易代執行が増えたときにですね、放置すれば市がやってくれるだろうというような

モラルハザードが起きる可能性がありますが、このモラルハザードについてですね、市は

どのように考えられていますか。 

□総務部長（東佐藤司） 

  はい、同じ懸念をもっております。それで、行政代執行、それから先ほどご質問のあっ

た解体補助につきましてもそういったモラルハザードが起こらないような補助の仕組み、

運用をしていかなければならないというふうに考えております。 

○７番（德島純次） 

  今後ですね、市を出ていかれた方。それで親が飛騨市に残られていてですね、その親た

ちが亡くなったら空き家になるわけですがそういう方がですね、市に寄付をしたい。自分

たちでもうほかの地域で居住を構えて家も持ってるということから親の持っていた財産

はいらないということで財産放棄をしたい、もしくは市に寄付をしたいといった場合に

市は空き地だったり、跡地だったりそういう土地をですね、寄付を受けますか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  現実に結構ありまして、寄付したいというお話がございますが、いまのところ積極的に

受けておりません。それはやはり管理が非常に大変になるということが大きな理由とし

てございますし、そうしたこともございますので、基本的にはお受けはしていないという

のが今の状況です。 

○７番（德島純次） 

  いらなくなった不動産をですね、物納したいという場合はどうなりますか。  

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  物納するケースがどういうふうにでてくるのか、ちょっとぱっと頭の中に想像ができ

ないので何ともお答えができないのですけれども、ケースバイケースで判断していくこ

とになろうかと思います。 
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○７番（德島純次） 

  飛騨市以外に居住されている空き家所有者へのですね、適切な管理への啓発というこ

とですこしお伺いいたします。飛騨市以外に居住されている空き家等所有者は当事者意

識も低くなり、広報誌やチラシの送付だけで適正な管理を催すのは困難と考えますが、市

はどのように考えているか伺います。 

□総務部長（東佐藤司） 

  今現在おこなっているのは先ほど答弁の中にあげましたように納税通知書の中に空き

家に関するチラシを同封し、住むとこネットへの登録の斡旋ですとか老朽化に対する改

修補助というような情報も載せたチラシを送付しております。ただそれだけでどうかと

いうことでございますが、できるのはこういったことかなというふうに考えております。

ただ今後この空き家対策、法律・条例にのっとって特定空家に対しましては指導、助言、

最終的には勧告、命令、最終的には代執行というとこまでできるんですけれども、そうい

ったことの情報も含めて指導していきたいと思っております。 

○７番（德島純次） 

  現在空き家になっていてですね、地域の方がその空き家の所有者がわからない。だんだ

ん痛みがひどくなってきた場合にですね、その所有者の方に直してほしいというような

要請をしたいという場合に現在はその所有者を知る手段がないんですが。市としてです

ね、先ほどは区長にですね、調査を依頼するのはそういう危険な空家の通知をもってやる

ということでしたが、危険な空家ではないんだけれど放置すればそうなるよというよう

な状態の空き家、しかも付近の人は所有者を知らないというような場合の対応としてで

すね、市としてはどのような対応をとってくれるか。そういう状況の空き家も市に通知す

ればですね、所有者に対して適正管理を催すということをしてくれるのかどうか。もしく

は市のほうに問い合わせをしたらですね、空き家所有者の連絡先等を教えてもらえるの

かどうか伺います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  今の特別措置法の中では税情報を内部情報として利用することが法的にできるように

なっておりますので、そういった利用はしますけれども、それでも不明な場合は区の区長

さんが知ってみえるような情報もあわせて収集してその該当の方への通知とか指導等を

おこなってまいりたいというふうに考えております。区への情報提供でございますけれ

ども、基本的には個人情報でありますので、その所有者の同意が得られれば提供するとい

う考えでおります。 

○７番（德島純次） 

  それはそういう空き家があった場合に市のほうに通知すれば市は処置をしてくれると

認識していいわけですね。空き家がこのまま放置したら特定空家に移行する可能性があ
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るから適正な管理をしてもらうためにですね、市のほうにここ、どこどこにある空き家が

ですね、危険な状態になりつつあるんで、対処してほしいという通知をしたら市としては

所有者を確認して所有者に対して適正管理するよう催すことをやってくれるというふう

に認識していいですか。 

□総務部長（東佐藤司） 

  空家等対策計画の中では、こういうふうに謳っております。「空家等は、所有者等の財

産であり、第一義的には所有者等が自らの責任で、適正な管理に努めることが必要です」

ということ。このため「所有者等の空き家に関する意識の醸成を図り、発生予防につなげ

ることが重要です」と云々謳っておるんですけれども、その中で「地域住民、自治会の役

割としまして、地域住民は空き家予防に対する努力はもちろんのこと、空き家等の発生放

置が起こらないよう良好なコミュニティー活動を推進する役割を担う」としております。

それで出て行った方というのは、やっぱり地域との関わりがないものですから、もう既に。

なんですけれどもいま現在地域の関わり、コミュニティーを密にしていただいて空き家

化予防に地域として取り組んでいただきたいと思っております。 

○７番（德島純次） 

  地域に住んでいる方はそれでいいんですよね。僕が今聞いているのはですね、現実、個

人的なことですけど、家の隣が空き家になっていてもうかなり危険な状態になりつつあ

る。でもどこへ連絡していいかわからない。そういう状況なんですね。ですからその地域

で所有者に連絡しようにも連絡できない。だからその連絡先は情報をもっている市が知

ってる。だから市のほうにこの空き家が危なくなるから所有者に対して適正管理をおこ

なってくださいという通知をやってくれますかということを聞いています。どうですか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  いままでもそういうふうに考えておるんですけれども区長さんを通じて報告をいただ

いたものに対して、その危険性のあるもの、その適正管理していただくようにこれまでは

区長と市長名、連名でその所有者に対して通知、依頼、お願いをしておるところでござい

ます。 

○７番（德島純次） 

  いままで区長に対してですね、調査依頼したのは、もう本当に危険になっている空き家

ですよね。もうだいぶいたんでいるけどまだ危険な空家には相当しない、でも放置したら

数年以内には危険になるだろうと思われるような空き家についてはまだ報告するという

ふうには伺ってないんですけど、そういうふうにまだ危険空家にはなっていないけれど

放置したらなるぞ、近いうちというような空き家。またはですね、空き家によって回りの

方がすこし迷惑を被っているような場合にですね、通知をしてくれますか。 
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◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□総務部長（東佐藤司） 

  全般にわたってなんですけれども先ほど言ったように、固定資産税の納税通知書の中

でそういったことの防止のためのひとつ流動化ということを周知するチラシですけれど

も、そういったことで広く皆さんに通知をしているところであります。 

△市長（都竹淳也） 

  ちょっと補足をしますが、空き家の形態というのは、特定空家になった形態というのは、

本当に千差万別なので、計画なりそういったものの中に全て想定されるケースを書き込

んでマニュアル化してやっていくということではなくてですね、小さい町ですしコミュ

ニケーションもとりやすいわけですから、そういうお話は窓口を設けて、窓口をしっかり

設けて一元化してやっていこうというのが今回の計画でありますから、いろんなお問い

合わせがあればお寄せいただいて、そのケースケースに応じてですね、何が一番いいのか

ということを考えながら対応していくということですから計画の中でどう決まっている

かということを追求するよりもですね、まずはご相談いただいて一番いい方法をみんな

で考えていくとそういうスタンスかと思っております。 

○７番（德島純次） 

  先ほどの総務部長の回答の中にですね、所有者に対して適正管理、また流動化できるよ

うなですね、活用できるようなものを案内を入れるという話がございましたが、先般、長

野県のほうにですね、１１市町村をお尋ねしてですね、空き家の活用について伺ってきま

した。そこで出た話はですね、なかなか利活用は難しいという話をされておりました。市

の中で利活用ということでいろいろホームページなんかを設けていてもですね、なかな

か利活用はできないと。市のほうで空き家を貸し出すために、貸してほしいという話をし

てもですね、担当の方はですね、まだ家の中が整理できていないから貸せないだとか貸す

気がないだとかということでなかなか貸してくれないということでしたし、ある村では

ですね、そういうふうにしてできないんで村の土地にですね、新築の家を建てて市外の方、

Ｉターン、Ｊターンの方を呼び込んでですね、いるというような話を伺いましたが先ほど

通知してそういうものを促進するというふうに言われましたが、こういうような状況が

ある中で納税通知書に入れたチラシ等だけでですね、そういう適正な管理をですね、促進

したり利活用を促進するということが可能とはあまり思えないのですが、その辺はいか

がお考えか伺います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□企画部長（湯之下明宏） 

  空き家の利活用につきましては、住むとこネットを始めておりまして、平成２７年度の

２５件の登録物件に対して成約が１２件、平成２８年度が２４件に対して１２件、今年度
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今のところですけど２１件に対して１０件という実績がございます。こういったことを

もうすこし進めていきたいということでやっておりますが、いずれにいたしましても空

き家というのは利活用できるものもあればそうでないものもある。そうしますとそれぞ

れに応じてそういう環境をどう整えていくかということで取り組んでおりまして、今後

もそういった努力をしていきたいというふうに考えております。 

○７番（德島純次） 

  空き家は非常に難しい問題だと思いますが、ぜひ先ほどの基準等ですね、早急に決めて

いただいて、空き家対策をぜひ推進していただきたいと思います。私の質問はこれで終わ

ります。 

◎議長（葛谷寛德） 

  以上で７番、德島純次君の一般質問を終わります。 

続いて６番、中村健吉君。 

  〔６番 中村健吉 登壇〕 

○６番（中村健吉） 

議長のお許しを得ましたので、中村、質問させていただきます。数日前に東京の友達か

ら早朝にメールがまいりまして、今テレビで瀬戸川の鯉の引っ越しのニュースをやって

いたということを伝えてきました。他地区の友人が、昨今の飛騨市に関するいろんな報道

を見て「飛騨市は天恵物を磨き上げ、未来につながるふるさと創生をしている」と、うれ

しい言葉をかけてくれます。 

特に新しいものをつくるのではなく、祖先から継承し、守ってきたあらゆる分野での遺

産を、市民が自覚を持って大切に発掘し、その価値を顕彰し、実生活に活用して、飛騨市

未来の「安心・安全・誇りあるふるさと」の柱を打ち立てようとする姿勢を地方自治体の

理想像だと言ってくれます。 

祭り屋台・江馬館・宇宙科学・山城・伝統芸能文化・自然環境・まちなみ・伝統産業・

教育環境・レールマウンテンバイク・観光産業、次々と挙げられるこうした天恵物の活用

について、今後も夢を持ちながら可能性をさぐることが大切かと思います。 

今回私は、伝統産業と教育環境についての可能性を提案し、市のお考えを伺いたいと思

います。まず最初にですが、伝統産業、林業振興事業について市のお考えを伺いたいと思

います。古川町畦畑の「道の駅いぶし」の駐車場前に大きなモニュメントがあります。１

５年前に作られた、飛騨市出身の彫刻家、中垣克久氏の作品で、手橇で材木を運ぶ男の姿

です。像のそばには梶原元岐阜県知事の揮毫で「山と生きる」と刻された碑があります。 

飛騨は太古から人が山に生きた地でした。生活に必要な多くのものを山から授かり、自

然を敬い、高度な精神文化を育み伝えてきました。１１月７日に岐阜市において「日独林

業シンポジウム」が開催されました。「１００年先の森林づくりを見据えた人材育成」と

いうスローガンで開かれた会議は、岐阜県森林文化アカデミーが主催し、ドイツからの報

告を含め全国から多くの実践研究者が集まり、森林の現状と未来にわたる森林環境保全
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及び開発についての熱い思いと、実のある活動が報告されたと聞いております。 

  しかし、８０パーセント近くが広葉樹林という飛騨の山林の価値、そして可能性を、本

当に私達は理解しているのでしょうか。「岐阜県特用林産（きのこ・木炭類）の振興方針」

（平成２７年度改訂版）、これを見ると、大切な天恵物を見逃しているのではないかと思

ってしまいます。 

そして、今再び山と生きる飛騨人が、その山国の民の使命として、先人の英知を受け継

ぎ未来を切り拓く事業として、木炭生産をよみがえらす必要があると考えます。木炭生産

は昭和３０年代半ばをピークに急激に減退し、現在は年間生産量１８，２１０トンとなり

ました。最大の生産県は岩手県で３，８００トン余。全国の２割を生産しています。岐阜

県は年間７５０トン余、主に美濃地方で生産し、これは全国の４．１パーセント超、９位

の位置になります。これは平成２７年度の統計ですが。 

消費者が木炭を購入するのは、ホームセンター等が主で、安価に販売されている輸入炭

の生産地は中国・東南アジア諸国です。中には材料がマングローブで、それを輸出国の国

策で生産されていると注意書きしたり、ご丁寧に日本人の木炭生産者が指導して焼きま

したと説明書きをしている商品もあります。購入者の使途目的は主にバーベキュー等で

の燃料だというふうに聞きました。 

  木炭生産が減退した要因は、厳しい労働環境、高齢化による後継者不足、他燃料との競

争があげられますが、一番大きな要因は日本人の生活様式の変化であると言われます。し

かし、「燃料以外の利用」という観点から見ると、現在木炭の用途は無限に広がります。

そしてそれは、近年になり深く静かに研究実用化され、起業化もされています。 

  土地改良、家庭調湿用、水質浄化用、消臭用、新鮮保持、飲料水用、炊飯用、寝具用、

健康安全住宅用、建材用等々。また生産過程でできる木酸についても、農業用、防虫用、

除草用、害獣避け、治療用等々用途は広く、化学薬品以上に無害で効果があると言われて

もいます。 

現在、個人的な趣味で木炭を焼いている方を除いて、飛騨市内で生業として木炭生産さ

れる方が１人おられます。高山市でも木炭生産に挑戦している方が何人かありますが、生

活するためには事業収入にかなり厳しいものがあるそうです。そうした皆さんにお話を

伺ったのですが、皆さんの語る事業理由はよく似ています。利益を度外視した熱い思いが

伝わりました。「炭焼きは今止めたら誰もやらなくなる。だから自分が焼く」、「炭は飛騨

の大切な伝統産業だから守っていかなければならない」、「これ以上山を荒らしたくない。

炭焼きは山を生き返らせるから」、「里山を守り、豊かな自然を後世に残すためにも、３０

年周期で木を育てる必要がある」、「再生が出来ない森林利用は、森林破壊と同じだ」、 

「森林環境保全は、木を活かし常に木をケアする作業でなければできない」。他県から脱

サラをして講習を受け、飛騨で見習いとして技術を得て就業している方から教えられま

した。「多くの仲間が同じ思いで木炭生産をはじめたが、継続は難しかった。木炭生産の

一番のネックは販路で、安価な輸入品に負けてしまい、それでさえ需要が無いのにどんな
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に良い炭を焼いても売れない。販売店に置いてももらえない。そのことが一番の問題で木

炭産業を廃業してしまう」と。 

現生産者に対して販路開拓は至急の問題です。生産者をしっかり把握し、自治体の垣根

を越えて行政としての支援が求められています。飛騨市が木炭生産を推奨することはで

きないでしょうか。 

飛騨の山林環境整備に一役買い、木炭生産をやってみたいという団体や個人に、まだ指

導者があるうちに補助応援、技術指導等のサポート事業をしてはいかがでしょうか。きれ

いな空気、きれいな水で育った樹木でできた安心・安全な飛騨産の木炭を、燃料だけでな

く、生活環境保全、農業振興・住建築利用・健康安全生活等に幅広く活用できる天恵物と

して日本中に利用価値を宣伝し、古くて新しい飛騨木炭で産業振興することができるの

ではないでしょうか。かつての飛騨牛、あぶらえ、りんご、川魚、米、清酒のように。 

政府は、新しく森林環境税を提起しました。この法案に対し都会の住民から「山林を持

たない自分たちには関係ない」と強い反対の意見が出ています。しかし、私はこの法案は、

成立すれば飛騨市にとっていいチャンスの到来だと思います。国からの補助を受け、生産

事業を展開することで、都会の住民がふれることのできない、支払う納税に相応する山林

の恩恵を提供できるのではないでしょうか。 

  「山と生きる」、梶原元岐阜県知事の言葉にある、飛騨市ができる山林環境整備問題に

ついての一事業として、木炭生産の可能性についてお考えを伺いたいと思います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔市長 都竹淳也 登壇〕 

△市長（都竹淳也） 

  木炭生産につきましてのお尋ねでございます。 

  この木炭ですが、戦後しばらく家庭での暖房、炊事など、生活に欠かすことができない

燃料であった時代があったわけでありまして、当時は非常に多くの需要があったわけで

ございますけども、石油が家庭の燃料となってからは、需要は極端に減少しているという

現状にございます。お話にありましたような土壌改良ですとか、水質浄化、そうした用途

があることはもちろんなんですけども、またその新規需要として可能性があるというこ

とも思ってはおりますけれども、現実見ますとなかなか厳しい。日本における木炭の市場

の規模というのは年々減少しておるというのが現状でございます。今年度ですね、県が公

表した統計資料がございまして、それを見ますと全国のデータもあるんですが昭和４０

年に全国の生産量は５９万３，０００トンであった。平成２７年度は約１万７，０００ト

ンということで昭和４０年に比べて３パーセントにも満たないという状況になっており

ます。また、岐阜県の木炭生産を見ますと、この統計によるものでございますが、年間３

８.２トンということで全国シェアは０.４パーセントということになっております。生

産者５０名、全国の生産者の２パーセントというのが岐阜県のデータでございます。この
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ように家庭での利用がなくなっておりまして、市場の縮小が著しいというのが木炭産業

の現状であり、また、経済の実情であるということを踏まえますと、産業振興を目的に市

が木炭生産の生産をするというのは、大変厳しいというふうにいわざるを得ないと考え

ております。実際にここ１、２年でも急減しておりますので状況は決して明るくないとい

うことでございます。 

他方で、私どもが注目しておるのは薪でございまして、この薪が近年、急速に需要が伸

びております。特に岐阜県における薪の生産量、平成２７年、一昨年から急激に増加をし

ておりまして、平成２６年に７，９００立米であったんですが、２８年には、なんと４８

万２，０００立米ということで６０倍の伸びを見せているということでございます。実は

今年３月に中部森林管理局長さんがおいでになりまして、お昼を一緒にしながらお話を

伺ったときに、局長さんから、市長さん大変、今、薪が伸びとるよと。特に都市部で伸び

とるよとこういう話だったものですから、何に使っているんですかとお聞きしますと、石

釜を使ったピザ屋さん、そうしたところがしっかりした薪を使いたいという需要があっ

て、薪の需要が急増しているというようなお話を伺ったわけでございます。で、飛騨市は

現在、広葉樹のまちづくり、森づくりということを進めておるわけですけども、その中で

実施した森林の資源量調査によりますと市内広葉樹林には薪に一番適していると言われ

るナラが一番多くて、コナラ林、ミズナラ林の面積は市内広葉樹林の５７パーセントを占

めるという薪には大変優位なロケーションにあるわけでございます。また、これらの森林

の多くは、戦後、炭や薪を調達されるときに一度全て伐採されておりまして、その後、天

然更新をしてきた二次林であるということで、まだ細いものですから家具等の用材には

ならないというものがほとんどでございます。そのようなことで実際には切ってきたも

のが薪にしかならないという状態で置かれているという状態なんですが、その薪が注目

を浴びていると、こういうことでございます。 

で、こうしたことを踏まえまして、飛騨市としてはむしろ薪に注目いたしまして、飛騨

のネームバリューや広葉樹のまちづくりを踏まえたブランド化、こうしたことができな

いかということを検討しておりまして、ちょうど昨日も夕方、株式会社飛騨の森でクマは

踊るの林千晶社長が私のところにおいでになったものですから、まさしくその話を昨日

もしておったところでございまして、林社長からは薪も大いに可能性があるし、チップも

ですね、燻製等々に使う需要が増えておるのでこれも可能性があるのではないかという

ようなお話を伺っておりまして、そうした販路の開拓というのを目指していったらどう

かというようなことを考えております。 

なお、先ほど、日独林業シンポジウムのお話におふれになりましたけども飛騨市として

も参加したわけでございますが、ここでも市内広葉樹の新しい価値と活用方法を提案し

てきたということでございます。小径木の広葉樹を使ってこれまでにない商品開発をす

るということで今、取り組んでおりますが、大変、海外からの参加者も含め好評であった

ということでございますし、先ほどの薪も含めてですね、この天恵物としての飛騨市の広
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葉樹林を使っていけるように大いに考えていきたいと思っているところでございます。 

  〔市長 都竹淳也 着席〕 

○６番（中村健吉） 

  ありがとうございます。資料で調べました。そうしたら絶対やってはだめな起業という

中に木炭生産がトップになっています。開業して５年～１０年でもう成り行かなくなる

んだという統計を国税庁のある機関でインターネットで発表しておるんです。私それを

見て、何を基準にしてそのデータをとったのかなと思いました。というのは、実際に木炭

をつくっていらっしゃる方に話を聞いたら、イノシシとか熊は炭を焼いているその煙よ

り下には下りてこない。その煙のところが人間とけものの住む境であるということは、む

かしの人はよく知っていた。炭を焼かなくなったからけものが下りてきたというわけで

はないんですけれども、そういう効果もある。また例の木酸ですけども、炭をつくるとき

にできた水ですけれども、それをまくことによってけものたちは近寄らなくなる。もっと

現在、道の駅いぶしに売ってあるんですけれども、木酸を風呂に入れておくと健康入浴で

きる、あかぎれが治る、水虫が治るというようないろんな効果がある。それから市長、ご

存じだと思いますけれど長良川の堤防を改修したとき、木炭を水浄化のために敷きまし

たよね。またこの辺では自分の家の池の水をきれいに保つために木炭を池に置くという

方もいらっしゃるそうです。先ほど話がありましたように、光熱、煮炊きすること、暖房

をとるというところでの木炭のその役割はたしかに終わったのかもしれません。しかし、

木炭をつくっていることによって、二酸化炭素の循環だけで、そのものが自分たちのこれ

からの生活にいろんな方面で利用できる。そういう可能性はあるんじゃないかと思いま

す。お願いしたいのは、この飛騨市でこのあり余るこの森林。それを活用しそしてそのこ

とに夢をかけてこの地にいらっしゃる方もみえるんだから、そういった人たちのことを

もっともっと飛騨市、産業の中心、いろんなものをつくっていただくというその夢ですけ

ども天恵物を利用するということで、どこかでサポートしていただく。国がだそうとして

いるあの森林環境税、そういったものも利用しながら守っていくんではなくて開拓して

いくというそういう思いを、そういう目をいただきたいと思うのですが、いかがでしょう

か、市長。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  木炭をやっている方にぜひ一回またお会いもしてみたいと思います。市内にいろんな

自然のものを生かして、まさしく天恵物である、これは山だけではなくて、農林水産とい

いますか全般でございますけれどもいろんな活動をされている方があって、そこにいろ

んなチャンスがあるということは常日ごろ思っておりますし、またぜひですね、実際やっ

ている方にお目にかかって市の特産物としてですね、支援していけるような方法がある

かどうか、またぜひ伺ってみたいというふうに思いますし、いろんなチャンスを大事にし
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ていきたいと思っておりますので。先ほど言った大きな産業振興というよりは、むしろ小

さいきらりと光るものを見つけ出していくという意味の中でぜひお話を伺ってみたいな

ということは思っております。 

○６番（中村健吉） 

  すこしだけ明るくなりました。いきなりぱっとということではないんです。現在飛騨市

でお一方やっていらっしゃる方も副業のような形ではないですけれども自分がやらなき

ゃ誰がやるんだという思いでやってみえますし、また話を聞いてほかの市内からもそこ

に買いにいかれる。やっぱ木炭で焼いた五平餅はうまい。焼いたイワナはうまい。せっか

く夏に孫たちがきて、盆などに。それで炭をおこして焼いて食わしてやるというようなさ

さいなものかもしれませんけども、そういった形でものを大事に守っていらっしゃる。こ

れって本当に今大事なことではないかなと思います。ぜひお願いしたいと思います。 

  それでは次の提案、質問に移らさせていただきます。２番目には飛騨市内の中学校の部

活動指導についての話でございます。どの職業についてもいえるのでしょうが、真剣に目

標を達成しようとすれば、考えられるあらゆる手段を試行するために、時間はいくらあっ

ても足りません。 

特に教育現場においては、絶対に間違いが許されないがために、教員はそれこそ命を削

る思いの長時間労働環境に置かれています。最近のマスコミ報道は、教員の時間外勤務時

間がいかに多いかを伝えていますが、その中で起きている悲劇の全てを伝えることはあ

りません。次々と国の打ち出す教育改革の施行に伴い、全国の義務教育現場の教員は悪戦

苦闘し、なかなか出口の見つからない忙しさの毎日が続いています。 

今年８月、県は新しく導入される小学校での英語指導教育について指導方法の研修を

行いました。小学校の教員で英語教育が専門でない人にとっては有意義な内容でしたで

しょうが、研修後に感想を求められた若い女性教員が、遠くを眺め、ため息交じりにこん

な感想を述べる場面がテレビで放映されました。「また忙しくなります…。」 

２０２０年から新しい大学入試制度になりますが、その対応は高等学校教育だけに任

せておけるものではありません。また、満１８歳で選挙権を与えられ、社会人と見なされ

る現在、中学校卒業までに得ておかなければならない基礎的知識・学力は、より広く、高

いことが求められます。 

  小学校では早朝の出勤から一時も休めない毎日。仕事にけりをつけて職場から家に帰

るのが夜になることは日常になっています。ゆとりのない心にゆとりある教育はできま

せん。中学校になると、これに部活動の指導が加わります。 

練習内容の研究。指導目標の設定。実際の長時間に及ぶ指導。大会運営。保護者との連

携業務。休日出勤。休日の練習立案と実施。個々の生徒とのコミュニケーション。個々の

生徒の保護者との連携。自らの指導技術研修と実践。そこに大会前には、朝練習、夜間特

別練習が加わることがあります。 

  新聞等で発表されたアンケート結果で、中学校教諭の時間外勤務の最多理由は部活動
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指導でした。生徒が全て将来プロになるわけではありません。より高次の指導を求める生

徒には、塾をはじめ、スキー、野球、サッカーその他、ほかの活動場所があります。それ

は保護者も納得する、教員が義務教育の中で教える指導世界とは別のものです。 

少子化の問題は深刻です。しかし生徒数が減少しても、学習内容の軽減はありません。

家庭環境の変化で一人一人の生徒に複雑で微妙な心的ストレスを与え、苦しみ悩む生徒

が多くなっています。学校内で教員はこれまで先輩教員が経験することのなかった指導

を求められ、ますます多忙になります。 

ふるさと教育の充実で、未来を託す若者の成長を育んで来た飛騨市ですが、今後の社会

変化をおもんぱかったとき、学力向上に向け能率的な学習指導が求められる中で、指導現

場で教員のしっかりとした教科指導が難しい状況があるのならば、対策を考えなければ

ならない時期にきているのではないかと思います。飛騨市の恵まれた教育環境の中で、そ

の改革を試行することはできないでしょうか。 

他地区では実施されておりますが、部活動専門指導者を中学校に設置すること、可能で

はありませんか。もちろん部活動指導に、自己の教育の理想的な姿を見いだす教員が多い

ことは知っています。また、部活動が学校教育の中でどれだけ重要な意義があるかを否定

するものではありません。個人的なことですが私も高校でしたけれども２５年以上硬式

野球部の指導にあたっておりました。 

  しかし、今、部活動指導が、教員の異常な過重労働のもととなる社会問題となっている

ことは、このままでは済まされません。飛騨市においても早期に十分な研究と改善対応策

が求められると思います。そこでお伺いいたします。１番目、中学校教員の部活動時間外

勤務時間を把握しておられますか。２番目、時間外勤務に対する補償はどのようになって

おりますか。３つ目、部活動指導にあたる教員の思いをどのように把握されていますか。 

４つ目、中学校教員で部活動指導者を委嘱している例はありますか。５つ目、飛騨市の

子供たちのため中学校に部活専門指導者を置くことは可能でしょうか。６つ目、今後の飛

騨市の中学校における部活動指導の方向について、お考えをお聞かせください。よろしく

お願いします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔教育長 山本幸一 登壇〕 

□教育長（山本幸一） 

  「教師の精神的・肉体的ゆとりなくして将来を担う子供達への確かな指導はできない。

その改善の大きな一つに部活動あり」との議員の思いを受け、飛騨市の部活動の実態につ

いてのご質問、６点について順次答弁いたします。 

  まず、教職員の勤務環境・時間外勤務の改善は、重要課題でありまして、９月議会での

洞口議員、それから高原議員からのご質問に答弁いたしましたように、県教育委員会から

の「教職員の働き方改革２０１７」、そこで示された取り組みの３点、「管理職による教職



46 

 

員の正確な勤務時間の把握」、「時間外勤務時間が年間７２０時間、月８０時間を超える職

員の把握と指導」、「中学校部活動の休養日の設定等に関わること」について、飛騨市の各

学校は、その取り組みを継続し、改善に努めていることを申し上げ、一点目のご質問、「中

学校教員の部活動時間外勤務時間を把握しているか」についてお答えします。 

これは、端的に申し上げまして、飛騨市の中学校３校のすべてで把握されています。具

体的には、平日においては、生徒の下校時間が定められていますので、勤務時間終了後か

らの下校時間までを時間外勤務の時間としまして、それからまた、休日の部活動時間につ

いては、顧問から毎月提出されます「月間指導計画及び月間指導実施報告」に基づいての

把握です。 

統計を申し上げますが、特に活動の多くなる５月から７月の中体連大会に向けた時期

での１カ月の部活動時間外勤務時間は約４０時間から５０時間。これは学校によって若

干異なっているところです。それから生徒の下校時間が早まる冬場の時期では、約２５時

間程度になっていますが、時間外勤務時間に占める部活動指導の時間は大きな比重を占

めていることは間違いありませんので、教育委員会として、現在、休養日の設定を徹底し

て厳守することを指導しているところです。 

２点目、部活動時間外勤務に対する補償についてです。教職員の場合、議員ご承知かと

思いますが、「公立の義務教育諸学校の教職の給与等に関わる特別措置法」、給特法という

ものですが、によりまして勤務時間に応じた手当、いわゆる時間外勤務手当は支給されま

せん。これは、教職員には給与月額の４パーセントを教職調整額として一律で上乗せする

給与体系があるからです。 

しかし、時間外勤務手当が出ないため、勤務時間の管理がおろそかになり、時間外の意

識が薄くなりやすくなっていることも事実です。勤務時間の把握というのは、管理職をは

じめとするすべての教職員の時間外勤務の意識を高めるためにも重要であるというよう

に考えております。 

なお、休日の部活動手当につきましては、「岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務

条件に関する条例施行規則」に基づいて、２時間以上４時間未満は１５００円、それから

４時間以上は３０００円支給されております。 

３点目、部活動指導にあたる教員の思いの把握についてです。この教員の思いの把握に

ついては、さまざまな機会にとらえて把握することに努めていますけども、部活動指導に

ついても同様です。その把握の場は、管理職による部活動練習の見学、大会や練習試合へ

の同行などですが、顧問への配慮の必要性を感じた場合には、速やかに事後懇談を行うな

ど、悩みの早期解決に努めています。また、校長による定期的な自己啓発面談においても、

部活指導についての内容は意図的に取り上げて面談しております。大きな問題としての

顧問の悩み等については、教育委員会への報告を求めていますが、本年度は今のところ一

件もないことをお伝えしておきます。 

次に４点目、中学校教員以外からの部活動指導者の委嘱についてですが、飛騨市の実際
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を平成２９年度で申し上げます。これは「飛騨市中学校部活動外部指導者活用促進事業」

として、古川中学校１０部活動に１４名、神岡中学校６部活動に１０名、山之村中学校１

部活動に２名の計２６名の外部指導者を委嘱、派遣しています。ほとんどが運動部活動へ

の派遣です。この外部指導者の派遣にあたりましては、校長が部活動顧問教員の願いを十

分に聞きながら、真にその指導方針にそえる外部指導者、すなわち顧問教員をしっかりサ

ポートすることのできることを重視して委嘱しております。現在、大きな問題は生じてい

ないというふうにとらえております。 

５点目、中学校に部活動専門指導者を置くことの可能性についてです。 

 国においては、平成３０年度「部活動指導員配置促進事業」の実施にあたり、「適切な

練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育委員会を対象に、部活動

指導員の配置にかかわる経費の一部補助、これは国３分の１、県３分の１、市町村３分の

１ですが、をすることで、中学校における部活動指導体制の充実を促進し、部活動を担当

する教員の支援を行うとともに、部活動の質的な向上を図る」ことを示しております。そ

こで、飛騨市としましては、期待される効果と導入のための配慮点を総合的に考慮して、

現在、検討しているところでございます。期待される効果としましては、「教員の部活動

指導にかかわる時間や心理的負担を軽減することができる」、これは当然ですけども。そ

れから「生徒への専門的な指導により、技術の向上が図られること」が考えられます。            

また、導入条件としての配慮点としましては、部活動は、教育の一環として、心身の健

全な育成を主としたバランスのとれた指導が重要であることから「思春期の生徒を指導

する部活動専門指導者には、単に技術指導だけでなく、高い人間性が求められるというこ

と」、それから「生徒の健全育成としての学校と部活動専門指導者との指導方針の共通理

解と指導上の連携」、それから「大会への引率や大会出場等についての責任・指導環境の

整備」などがあげられます。今後、国や県の明確な方針、さらには他市町村の動向も踏ま

えながら、細部にわたって学校・関係者と協議しまして、前向きに考えていきます。 

最後６点目の今後の飛騨市の中学校における部活動指導の方向についての考えを述べ

させていただきます。まず、何よりも申し上げたいことは、教員の多忙化だけでなく、少

子化など社会の大きな変化の中での子供たちの育成ということから、部活動のあり方も

今検討する時期にきているということです。 

現在の飛騨市の部活動の状況を考えますと、部活動を通しての生徒の自己実現は、充実

した中学校生活を送るためにも、生徒指導上においても大きな成果を上げているという

ふうに認識しております。したがいまして、部活動を教育の一環として、心身の健全な育

成を主としたバランスのとれた指導を行うことは、今後も求められることですが、学校の

部活動顧問が全てに責任を負うのではなくて、外部指導者、さらには保護者や地域住民と

の役割を分担しながら行なって取り組むことを真剣に検討する働きかけを進めていきた

いというふうに考えております。 

また、今日、生徒一人一人の個性の伸張という観点から、部活動への全員加入について
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も考える時期にもきています。学校外のスポーツ活動、文化活動等に意欲をもって積極的

に取り組んでいる生徒につきましては、部活動に所属しないで、他の組織やサークルでの

活動に専念させることも、その子の良さを伸ばすことだというふうにとらえております。 

いずれにしましても、議員ご質問の６点を重要な視点としまして、飛騨市の中学校３校

がおかれている環境や諸条件をふまえますとともに、将来をみすえての部活動のあり方

を、学校・保護者・教育委員会等で協議していく所存です。 

  〔教育長 山本幸一 着席〕 

○６番（中村健吉） 

  ありがとうございました。恵まれた教育環境その言葉、その中で時代の変化にあわせて

いろんな方面から対応していただいていること、非常にうれしくもあり、すばらしいなと

思ってお聞きいたしました。最近あるテレビの番組で、県内のある地区が指導員を採用し

ているというニュースを流していました。印刷物の印刷、それからテストの採点等をその

方にやっていただくことによって、一人の教員の仕事の量が減って随分楽になったとい

う感想を聞いたときに私は「ん」思ってしまいました。それは違うんじゃないか、小中に

おけるテストはマークシートの問題じゃなくて、教員が授業をしたあとで生徒がどうい

う答え方をしたか、テストの誤答があった場合どこを間違えたのか、それを自分の授業の

反省点として自覚し、こういう説明の仕方ではまずかったんだということを思い、次の授

業に生かす。採点は本当は教員が一番大事なものではないかなというふうに思っており

ます。それといくら印刷だといった仕事がなくなっても余った時間は「あーこれで楽にな

った」という教員は、いや皆さん方も同じだと思います、役場職員でも。次々と浮かんで

くる生徒の顔やいろんな事例があって、そのことがまわってくれば時間があればあるほ

どそちらのほうへいくというのが現実ではないでしょうか。ですから世の中で時間が忙

しいから手助けをするというものではなくて、その自分たちの仕事に対して、どれだけ真

剣に向かい合うかということがメインであって、今教育長から話を聞いた内容によって

新しい時代にあわせて真摯に真面目に基本的に見直しながら研究しているというそのお

言葉はとてもありがたいなと思った次第です。こういう話をこんど議会で質問するから

ということをいったら、身内じゃないですよ、よその人が「今学校で一番忙しいのは管理

職だ」と。特に教頭さんなんかは寝る間ないだろうというような話を聞かされました。た

いへんさまざまな問題がテレビ等で報道され新聞にも載り、教育評論家と称する方たち

が本当に立派な意見を言ってくださいますが、だからこうしたらいいという意見はなか

なかでません。今の地道な飛騨市の対応がひょっとしたら全国に一番いい参考例として

いきるのではないかなと思います。どうかこれからもこのような形で方法で続けていた

だきますようお願いしまして、私の質問を終わります。どうもありがとうございました。 

  〔６番 中村健吉 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  以上で６番、中村健吉君の一般質問を終わります。 
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◆休憩 

◎議長（葛谷寛德） 

  ここで暫時休憩といたします。再開を午後２時４５分といたします。 

 

  （ 休憩 午後２時３２分  再開 午後２時４５分 ） 

 

 

◆再開 

◎議長（葛谷寛德） 

  それでは休憩を解き、会議を再開いたします。 

次に５番、森要君。 

  〔５番 森要 登壇〕 

○５番（森要） 

  議長から発言のお許しを得ましたので一般質問をさせていただきます。私は大きく３

つのテーマについてお伺いします。まず最初は、ひとつ、新港郷との友好提携調印に伴う

今後の展開についてお伺いをいたします。 

１０月１３日に、台湾の嘉義県新港郷との間で自治体間の友好提携が締結されました。

２０年以上にわたり古川のまちづくりをテーマとした民間交流を次のステージに進める

ためのもので大変意義のあることと思います。 

締結式が現地で盛大に行われたこと、飛騨市と新港郷との歴史文化を紹介する文化交

流展示会の開催、盛大なパレード、伝統芸能の共演がすばらしかったとの報告を受け、新

港郷の方々の熱い思いが伝わってまいりました。そこで、今後の交流について、３点につ

いて市長の見解を伺います。 

１つ、友好調印に伴う市長の見解についてであります。調印式をはじめ、各種行事を体

感されて、市長はどのように総括されたか、お伺いをいたします。 

２つ目は、友好記念館の設置についてであります。新港郷の皆さんは、この締結や今後

交流促進していこうとする認識は、非常に高いものがあると推測されます。それに比べて、

飛騨市民は、関係者を除いては浅いと感じています。相互の理解を深めることが、今後の

交流につながると思います。それには、飛騨市民に締結に至った背景、新港郷との歴史、

文化など年間を通じて紹介していく何らか施策を講じる必要があると考えます。相互の

理解を深めるために、新港郷との友好と歴史の年表をパネル化して、広く飛騨市民、観光

客、台湾からお見えの方々に展示してお知らせる半永久的な施設、例えば空き家を活用し

た友好記念館を設置することが出来ないか、市長の見解を伺います。 

３点目は今後の事業展開についてであります。市民が心から提携して良かったなと思
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えるには、今後の事業促進が重要です。観光交流、青少年育成と交流、文化・自治体交流、

農商業連携と交流などさまざまな展開が予想されますが、それには、ともに行き来できる

環境整備が必要ではないかと考えます。この点も含めて、平成３０年度はどのような事業

の展開を考えてみえるかお伺いします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔市長 都竹淳也 登壇〕 

△市長（都竹淳也） 

  新港郷との友好提携の調印につきまして、今後の展開を含めて、３点のお尋ねがござい

ました。まず、今回の友好調印式の私の見解といいますか、思いというお尋ねでございま

す。今回、葛谷議長、中嶋副議長とともにですね、台湾にまいりまして、参加したわけで

ございますけれども、大変熱烈な歓迎を受けました。また、各種のイベント、展示等あっ

たわけでございますけど、大変すばらしい内容で、長い時間かかって、相当周到に準備さ

れたということが伝わってくるものでございました。  

私は、そうしたさまざまな歓迎ぶり、あるいは丁寧に準備された展示等々、イベント

等々見ておりまして、新港郷の皆さんの飛騨市に対する思いというものがいかに強いの

かということを感じましたし、同時にこれまで２３年間の交流の歴史というものがこれ

ほど強固で深いものであったということを改めて感じまして、大変感銘を受け、感動して

帰ってきたわけでございます。あわせて思いましたのは、こうした交流というのは一朝一

夕でできるものではございませんで、お互いに何度も何度も行き来をして、そうしたこと

を繰り返す中で積み上げられてきた信頼関係、これが基礎にあってのものでございます

し、民間の心の交流というものがあってこそ成り立ったものであるということを感じた

ところでございます。こうした純粋かつ熱い気持ちで交流に取り組んでこられた関係者

の皆様方に心から敬意を表したいと思っているところでございます。今回、こうした交流

を友好提携の調印によりまして、自治体間の交流へとつなげたという意義があるわけで

ございますけれども、今までの民間交流に加えて、自治体交流の軸を作ることで、将来に

向けて長くこの友好関係を続けていこうということを私申し上げてまいりましたし、ま

た、それに対して、新港郷の皆さんの熱い期待も感じてきたところでございます。 

今回の訪問は、そうした意味におきまして飛騨市と新港郷の新しい歴史の１ページを

開いたものというふうな位置づけをしておりますし、今後５０年、１００年と続く友好交

流へのステップとして、大変意義深いものであったのではないかと感じているところで

ございます。 

  ２点目、友好記念館を設置してはどうかというご提案でございます。今回、「台日慶典

文化成果交流展」と銘打った資料展がございました。これは例えば、祭りですとか、信仰、

それから伝統芸能こうしたものをですね、ジャンル別に両地域に共通するテーマを選ん

で、違いを上手に比較しながら、飛騨市と新港郷の歴史をまとめた大変すばらしい、水準
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の高い展示であったわけでございますが、これなんかはこのまま和訳して、飛騨市に持ち

込んで使わせてもらうということも出来るんではないかと感じましたし、こうしたもの

を市民の皆さんに見てもらえるといいなということも感じてきたところでございます。 

現在、飛騨市観光協会におきまして、飛騨の匠文化館内に台湾・新港郷との交流に関す

る展示コーナーが奥のところにございます。こうした展示の利活用も含めまして、より利

便性の高い場所で、多くの方に見ていただけるような展示を行うというのは大変意義あ

ることだというふうなことを思っております。 

ただ、他方で空き家の活用という話もございましたけれども、恒久的に単独の資料館と

するには、建物の維持管理もありますし、入館者の見込みもございます。総合的に勘案し

たときに、難易度が高いのではないかなと正直感じているところでございますので、例え

ば市有施設の一角に紹介コーナーを設けるというのも、まず最初のステップとしてはい

いのではないかというようなことも考えておりますので、そうしたことも含め合わせな

がら、何らかの形で台湾との交流を展示する方法、紹介する方法を考えていきたいと思っ

ているところでございます。 

  それから、今後の事業展開につきましてのお尋ねでございます。友好交流というのは、

やはり相互のことでございまして、飛騨市、新港郷両地域での取組みが基礎となる。そし

て、それを続けていくということが重要であるとこのように考えているわけでございま

す。来年度は友好提携１周年となりますので、今回の大歓迎をいただいた答礼の意味もご

ざいます。新港郷のみなさんを飛騨市にお招きをいたしまして、友好交流記念のイベント

を開催したいとこのように考えております。これによりまして、市民の皆さんに新港郷と

の交流について理解を深めていただく。先ほどご指摘ございましたけれども、まだまだ飛

騨市の皆さん一部を除いてはですね、この交流について十分知られていない事実もござ

いますので、市民のみなさんに理解を深めていただくということを狙いとしながら友好

関係の強化につなげていきたいと思っております。 

内容につきましては、これから検討していきたいと思っておりますけれども、これまで

の交流の流れを紹介する、それから先ほど申し上げましたようなお互いの歴史文化を比

較してそれを展示をする、あるいはそれを学術的に検討するような学会シンポジウム的

なものをやってみるというようなことも構想としては持っておりましてどれが実現可能 

かということをこれから検討していきたいと思っております。 

また、今回、新港郷で両地域の伝統芸能等を比較実演するステージイベントがございま

したし、市中パレードも行われました。これも大変参考になるものでございまして、同様

な試みをこの飛騨市内で開催するというのも一考ではないかと考えております。また、こ

れを契機といたしまして、新港郷との交流に縁のある市民の皆さん、そして関心を寄せて

いただける皆さんを組織化いたしまして、新港郷との友好組織を飛騨市内でつくってい

くというよなことも考えられるんではないかと思っております。 

現在、こうした事業を検討しつつ、国、関係機関の国際交流の助成制度を活用できない
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かということで今調査をしておりまして、先日締め切りがございましたので、とりあえず

仮の案で提出をいたしております。こうした財源対策、使えるものも大いにいかしなが

ら、来年度予算の中で関係予算の計上ができるように進めてまいりたいと思っておりま

す。 

また、議員から農業、教育といったお話もございました。高校生の交流が今回先んじて

吉城高校の高校生が行かれたわけでありますけれども、それを継続をする。あるいは、農

業の面では、新港の米で酒をつくってみたらどうかというようなこともジャストアイデ

ィアなんですが、申し上げておりまして、これも既に検討を始めておりまして、こうした

さまざまな話題づくりになることも含めて事業を展開していきたいと考えているところ

でございます。 

  〔市長 都竹淳也 着席〕 

○５番（森要） 

  ありがとうございました。たしかに私も報告会を聞きに行って、その両国のこういった

比較を見て、すごい取り組みだなということを思いまして、すばらしくいままでの取り組

みがすごくすばらしいものだったと思っています。いまお話の中のなんらかの形で市民

の皆さまに理解を深めることをしていきたいということでございました。私は歴史館を

つくったらどうかということを言いましたけれども、いまは一角、匠文化館にあることも

知っています。もうすこしまた違うところにも検討していきたいということでございま

すので、ぜひぜひ市民のみなさんがあんきに入って、「あ、こういうことでなったのか」

というようなことがわかるようなもの。私は実は台湾の方々がお見えになるときに台湾

の国語の教科書を実は台湾で古川のまちづくりがでているんですよと言うと台湾の方が

すごく喜ばれますよね。もうひとつはまちづくりというのはひとつの古川のテーマで、こ

としに入っても長野県から飯田市でしたかね、もう５件、まちづくりにテーマでお見えに

なりました。それもまち案内をして、そのあとしゃべりばちの方々のお話を聞いてご飯を

食べて帰るというのが既にやっているんですよね。古川もまちづくりのひとつの視察の

受け入れ団体にもなれるのではないか。そういった中に交流館があると、ここはこういっ

た交流があったんですよ、というようなことがはっきりとわかっていくではないか。いま

まちなか案内所の中には非常にたくさんの方が見えまして、また古川の方のお年寄りた

ちがもうちょっと休めるところがほしい。あんきに休めるところがほしい。野麦峠の館な

んかもそういったものがあれば、そこにも人もいける。こういったところも海外の方もや

はり台湾のこういう何かあれば何やろということになると思います。だからそういった

まちづくりの拠点のひとつの友好を結んでいる中にそういった施設がある。すこし休め

る住民の皆さんとの話し合いもできる。それが永久的にあればこうやって飛騨市とむこ

うはこういった提携したんやなと常にわかる。毎年毎年交流していきますと、それにとも

なってのやはり結果報告とかいろんなものがでてくると非常に大きくなると思うんです

よね。そういったものをしっかりとまとめておく施設がやっぱり必要ではないかな。です
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から時期をみて必要ですけど、お客様に滞在してもらうひとつの中に、例えお金を出して

も、施設費の空き家の運賃を出してもですね、私はやっても効果があるんじゃないかとい

う気がしておりますので、すぐにはできないかもしれませんがやはりそういったこう実

態があって今後できるとすればその方向も含めて、やっていただきたいなというふうに

思っています。それから先般の報告会でも私たちフェイスブックとかみているからわか

るんですけれど、やっぱり市民の皆さんにもっとしっかり知らせる努力が必要ではない

かな。せっかくあんなにいい報告があっても少ない参加者ではちょっと気がしまして。や

はり今後何らかの形で飛騨市の市民に偉功の理解を深めるイベント的なことをしてもぜ

ひその周知機関、皆さんにぜひこういったことできてほしいという、ぜひ努力していただ

きたいなというふうに思います。友好組織のつくりかた、これも私は非常に賛成いたしま

すし、今後いろんな友好組織にするということで大変大事なことだと思います。いろいろ

高校生が行ったり来たりするにも渡航費用もかかってまいります。そういった補助のこ

とも含めて、組織のつくりかたということについては大切だと思っているので、渡航費用

的な補助、そういったことについては、新年度そういったことについての検討はされるか

どうか、その点についてお伺いしたいと思います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  今検討しておりまして、何らかの格好ですこし支援ができるようにしていきたいなと

思っております。今回吉城高校の皆さんの報告、渡航する前にですね、報告に来られまし

たので聞いたんですが、本当に結構感動的な報告でありまして、非常に歓迎されただけで

はなくてですね、最初言葉が通じない、初めて海外に行くという不安から始まって、帰り

は本当に帰りたくなくて涙を流しながらですね、別れて帰ってくるまでのストーリーを

聞きますと一週間ぐらいの滞在でありますけども、いかに生徒たちがですね、大きな刺激

を受けて成長したかということを考えますと渡航費の若干、満額というわけにはいかな

いかもしれませんけどもそれの影響といいますか、効果といいますかは絶大なものだと

いうことを感じましたし、それがまた次の新港郷との交流につながっていくという土台

づくりにもなるということを思いますので、何らかの格好でですね、そこの支援も含める

ようなことで現在検討しておるところでございます。 

○５番（森要） 

  ありがとうございました。そういった取り組みは人づくりにもなると思います。ぜひぜ

ひお願いしたいと思います。 

２つ目の質問にはいります。２つ目は観光客の受け入れの充実についてでございます。

観光客は、１０月末時点で、昨年の１．６倍の入込客数と伺いました。また、まちなか案

内所の再改築、今年度の予算には外国人旅行者の受け入れ環境整備として国庫補助事業

を活用して、本光寺前のトイレの洋式化など今回の補正予算に盛り込まれており大変評
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価するところであります。そこで、さらなる受け入れの充実を図る意味で、次の４点を伺

います。 

１つ、今年度の観光客入込数増加の分析と今後の対策についてであります。観光客は、

昨年の１．６倍という数字は、実感としてうなずけます。これに至った理由として、確か

に「君の名は。」の観光客の増加もありますが、飛騨市薬草フェスティバル、飛騨みんな

の博覧会などイベントや、担当課の営業努力もあると考えます。入込数の増加の分析と、

今後の対策について伺います。あわせて、まちなか案内所における、お客様の入込状況、

お客様の意向などから得られた情報をどのように活用されてきたかを伺います。 

２つ目は、古川町まちなか整備計画検討委員会の提言に伴う経過についてであります。

滞在時間を伸ばし、空家を活用した魅力あるまちなみを創出する目的で、平性２９年６月

１日に古川町まちなか整備計画検討委員会の提言書を提出してきたところであります。

この提言書の取り扱いについては、前向きに検討されること、空家の実態調査を実施する

と回答を得たところであります。現在の進捗状況と今後の見込みを伺います。 

３点目は、観光バス、自家用車等の動向の実態調査であります。以前市役所の駐車場に、

常設の観光客動向実態調査をされることを提案し、関係団体と協議して前向きに検討す

るとの答弁をいただいていますが、現在はなされてないと思います。観光客の動向調査は

とても大切と考えますが、現在の進捗状況をお伺いします。また、現在職員が調査されて

きたところから、観光客の動向や、何か得られる情報があったかどうかをお伺いします。 

４番目は、観光誘客宣伝事業の進捗状況と今後の展開についてであります。本年度、タ

ーゲットをしぼった誘客宣伝を取り込まれておりますが、北陸圏からの観光誘客のため

の観光キャンペーンやバスツアー一体型公告掲載や、北陸圏のテレビ放映などの状況及

び、外国人向けのＳＮＳを活用した情報発信の状況と今後の展開を伺います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔市長 都竹淳也 登壇〕 

△市長（都竹淳也） 

私からは、１点目の観光入込客数の増加の分析、今後の対策ということについてご答弁

申し上げたいと思います。昨年比１．６倍というお話がございました。これは、古川の市

街地の入込客数でございます。大体飛騨古川のまちなかの観光入込客数は、大体例年２８

万人～３２万人というとこを推移しておるわけでございますけども、今年については、１

０月末時点で、すでに３４万人余ということでございまして、大変好調な数字が出ており

ます。個別に例えばみますと、古川祭でありますが前年比８千人増の５万２，０００人、

きつね火まつりは大変好調であった昨年を維持し２万５，０００人、そして飛騨古川まつ

り会館なんですが、１０月末時点で前年比３５パーセント増、４，６００人増の１万８，

０００人と大変大きな数字をはじきだしております。 

このまちなみへの入込客数が増加している要因でございますが、これは様々あると思
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います。もちろん映画「君の名は。」の大ヒットに伴う聖地巡礼者、リピーターの増加と

いうことがございます。現にこれは昨年の８月２６日以降ですが、この１０月末まででで

すね、もう１０万人という数字になっております。その影響というのももちろんあるかと

思います。今年の分だけとってもですね。昨年の秋多かったのですが、今年もわりと順調

においでになっておりますので、そうしたことが一つあるかと思います。それから非常に

感じますのは、近年観光客が急増している近隣地域に比べまして、飛騨古川は比較的落ち

着いて飛騨の風情が感じられるという意見を大変多くの皆さまからいただいておる。こ

の静けさの中に人々が現実に住んでいるというまちなみの評価が高まっているのという

事情があるのではないかと、このように感じております。 

したがって、このまちなみの魅力を多くの方に伝えるためにも、まずは飛騨市を認知し

ていただかないことには誘客にはつながらないと考えておりますので、積極的にパブリ

シティを獲得するなど、継続的なＰＲ活動を進めていきたいと考えているところでござ

います。 

また、まちなか観光案内所でございますが、今年４月から１０月末までの７カ月間で

ご利用いただいたお客様が約２万人ということになっております。お問い合わせの中心

は目的地までの道案内や飲食店についてのお問い合わせが一番多いわけでございまし

て、例えば、飛騨牛を安く食べられるお店がないかといったこともよくいただいており

ます。私もですね、７・８・９月と１日ずつまちなか観光案内所に案内人としておりま

して、直接お客様のお相手をさせていただいたわけでございますけども、特に飲食店に

ついてはお問い合わせが非常に多いのですが、感じますのは店の場所、そこで提供され

る料理内容の情報を入手する方法が少ないというふうなことを感じております。店がな

いわけではなくて、ある店が知られていないとこういうことでございまして、ここにつ

いては工夫が要るというようなことも感じておるところでございます。 

また、地域内での滞在時間を延長するというため、どういった対応をとっていくのか

ということも今後の対策としては重要なとこでありまして、お客様の声に真摯に向き合

いまして、回遊、さらにはリピートにつなげるために不足している情報は何か、ツール

はどういうものが必要か、その発信方法はどうするのか、といったことを引き続き検討

しながら政策立案に反映させてまいりたいと考えているところでございます。 

 〔市長 都竹淳也 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて答弁を求めます。 

  〔企画部長 湯之下明宏 登壇〕 

□企画部長（湯之下明宏） 

  ２つ目の古川町まちなか整備計画検討委員会の提言につきましては、６月議会で森議

員からご質問をいただきまして、市長から、頂戴した提言を機軸に検討するため、空き家･

空き店舗の個別聞き取り調査に入りたい旨を答弁させていただいたところであります。 
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実態調査につきましては、現地踏査を含めた下調べを行ったうえで、現在４件について

具体的に訪問し、状態も見せていただき、所有者の意向を確認しながら、どうする方針か

を聞き取るという手法で、ひとつひとつ丁寧に進めさせていただいております。 

  しかし、ここまでの段階で、空き家･空き店舗でありましても、単純に活用できるもの

ばかりではないという現実もわかってまいりました。実際に、中には、今後の建物管理の

不安等から取り壊しをしたいということを考えておられまして、すでに見積書徴取など

の準備をされているところもありました。また、一見、空き家のようですけども、実際に

お聞きしますと人が住んでおられて活用が難しいというところもありました。 

  あるいは、建物が老朽化しておりまして、雨漏りなどがあり、市が活用しようにも、非

常に多額の修繕費用等がかかると、そういったところもあるなど、具体的な課題が見えて

きております。 

  このため、個々の建物につきまして、更地になった場合にまちの景観がどう変化するの

か、活用する場合に、行政が保全等を担うことができるのか、あるいは民間が活用するこ

とができるのか、といったような論点を検討しているところであります。引き続き、一つ

一つ丁寧に検討、調整を進めていきたいと考えております。 

〔企画部長 湯之下明宏 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて答弁を求めます。 

  〔商工観光部長 泉原利匡 登壇〕 

□商工観光部長（泉原利匡） 

それでは３点目の観光バス、自家用車等の動向の実態調査についてお答えをさせてい

ただきます。ご指摘の動態調査については、先の議会で答弁させていただいたとおり、市

の職員が自らリアルタイムで動向を把握することで、次の施策に早く反映できることか

ら飛騨市の観光戦略を考える上で最も重要な業務であると考えていることから、あえて

職員が行っております。具体的には、観光客の皆様はＪＲやバス、自家用車などの交通機

関を使って多様な方面から来ていただいていることから、毎日スタッフ自らルーティン

業務として若宮駐車場や市役所前駐車場、駅前とまちなか観光案内所を中心に定期的に

調査しているところです。 

しかしながら、土日については職員もイベント等で出張することも多く、十分な調査が

できているとはいいがたいことから、外部委託による調査についても、今後検討していき

たいと考えております。 

現在の傾向についてですが、こちらも前回答弁させていただいておりますが、バスツア

ーは名古屋・関西方面からが多く、滞在時間は２～３時間、行程は一泊二日が中心で、宿

泊は高山や奥飛騨。海外からは香港・台湾からのお客様が多い結果が続いております。ま

た、飛騨古川を目的として設定するツアーも続いていることから、これまでターゲットと

して想定していなかった地方のバス会社等にも営業をかけているところでございます。  



57 

 

なお、この秋の行楽シーズンの状況を申し上げますと、顕著であったのは、視察旅行や

クラブ旅行、老人会など多様な年代のバスツアーが非常に増加したことでした。ここから

も飛騨市の認知の高まりを感じているところでございます。 

続きまして４点目の観光誘客宣伝事業の進捗状況と今後の展開についてお答えします。

飛騨市へお越しいただいているお客様の地域を確認しますと、隣県である愛知県や富山

県が地理的に近いことから比較的多く、北陸地域は重点ターゲット地域として認識して

おります。 

  この北陸地域を対象とした情報発信では、古川祭やきつね火祭りなどの祭事の告知や、

飛騨市の四季の移ろいをイメージさせるテレビコマーシャルを実施するほか、北日本放

送と連携して、新聞広告による参加者募集にあわせて実際に富山県内から飛騨市までお

越しいただくバスツアーの造成や、多くのタレントや番組パーソナリティが参加し北陸

地域から３万人近くが一同に集まるなど非常に注目度の高いＫＮＢ大バザールにも出展

するなど、北陸地域在住の方を対象に飛騨市をアピールしました。 

その中で、レールマウンテンバイクや飛騨市内キャンプ場についての問い合わせが多

いことから日帰り需要が高いことが確認できましたので、これらに訴求するための施策

が必要ではないかと考えているところです。 

  次にインバウンド観光客については、双方向コミュニケーションツールとしてのＳＮ

Ｓの有効性を認識しており、特にパブリシティと情報拡散のため、市観光公式フェイスブ

ックによる情報発信を進めています。日本語による投稿ののち、英語と中国語による発信

も行っていることがユーザーに喜ばれており、ヨーロッパや香港などからコメントも頻

繁に届いております。最近はこれらＳＮＳに加え、外国人インフルエンサーを活用した情

報発信も欧米のみならず台湾や香港などのアジア圏へも発信しており、必要とする消費

者に必要な情報を届けられるよう鋭意努力しているところでございます。 

  今後も更なる認知度向上のため、トレンドを意識した飛騨市の魅力発信を進め、効果的

な情報発信を実施してまいります。 

 〔商工観光部長 泉原利匡 着席〕 

○５番（森要） 

  ありがとうございます。まず最初の１点の分析を今市長からお答えいただきました。そ

の中で職員も営業努力しているんではないかということ。その状況。いろいろ職員の方本

当に一生懸命営業していろいろみえるんですがその辺どういうことをしてきたかとそれ

についてまず部長に聞きたいと思います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□商工観光部長（泉原利匡） 

  旅行ツアー等の営業につきましては、県等で行なわれます商談会等には必ず参加して

おりまして、いろんな企画を提案しながら旅行ツアーの造成に努めているということで
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ございますし、また実際にバス等の動向調査をする場合に駐車場等に行って聞き取り調

査をするわけでございますけれども、こんどみえる場合には事前に連絡していただいて、

そのときにはノベルティーも差し上げますよというようなことでまたツアー造成してい

ただくような働きかけ等もしております。また観光展等にも常に参加しておりまして、そ

ういうところで、旅行商品の提案をさせていただいておるところでございます。 

○５番（森要） 

  ありがとうございます。たしかに営業努力をしてみえること、はたから見てよくわかっ

ていました。２点目の質問の中で、民間活用とかの現在の今後は具体的な課題をやってい

くんだということを湯之下部長から言われました。本当に大事でそれぞれ大切だと思っ

ております。滞在をしてもらうためには、やっぱりそういった空き家を利用した提言にむ

けた何かを実現できるようにそれぞれ課題についてはいろいろあると思うんですけれど

それを何をするかにも並行して進めなければやっぱりそれもあるので。できたらそうい

った中間発表でもいいんですがそういう提言した委員の方々に今こんな状況やよと。そ

れからまた今後皆さんに手伝ってもらえることはこういうことがあるんだということが

あればぜひそういった相談もしていただいて。今せっかく提言したけれどどうなってい

るのかというのがわからない状況です。ですからそういったものをせっかく後も引き続

いて何か協力してやっていきたいという委員の方がありましたので、そういった状況の

中間報告的なことで結構ですので、ぜひそういうのも検討にいれてもらいたいと思いま

すがいかがでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□企画部長（湯之下明宏） 

  やっぱりおっしゃいますようにせっかく提言いただいておりますので、そういったこ

とは必要だと思っておりますが、今現在私どもも検討の真っ最中でまたちょっとそこま

で至っておりませんけれども、ある程度整理がついたところで報告しながらまたご相談

していきたいというふうに考えております。 

○５番（森要） 

  ありがとうございます。３点目の市役所の駐車場の動向調査。職員の方がとんでいって

やってみえるのを私もよく見ております。忙しいときは行けないということはわかるん

ですが、最近特に２時、３時ごろ来るのが非常に多いということもありまして。今職員が

やっている。土日については外部委託を検討すると。ぜひぜひ検討してもらいたいと思う

んですが。前回のときには一応観光協会等とも相談しながら、できたら僕も観光協会がや

っぱりそういった維持費も経費も非常に補助しておりますし、やっぱあのただ単にあそ

こは誰でもいいというものではなくて、やはり調査するにはそれなりのどこからきた、ど

ういう理由で来たというようなこと、わかる方でないとだめなので、前は観光協会も含め

て検討するというようなことがあったんですが、その観光協会とのお話はどのようにな
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っていたのか。それがだめなので職員が始めたのか。その辺を聞きたいと思います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□商工観光部長（泉原利匡） 

  動態調査について観光協会と協力してということでございます。市役所前の駐車場は

バスが来たときにわかるものですから職員がすぐ出れるということで。先ほどお話しま

した土日について観光協会も土日の当番がみえますので、それでやっていただけんかな

というようなことをちょっと思って話もしたんですけれども、一人体制というようなこ

とで、電話等の問い合わせにちょっと対応できなくなるというようなこともございまし

て、うまくいかなかったようなこともございますので、今後土日についてちょっと外部委

託も検討したいというようなことを考えているところでございます。 

○５番（森要） 

  ありがとうございます。外部委託についても先ほどもちょっと言いましたが、やっぱり

ただどっから来たの、どこ行くの、というだけではだめなので、やはりよくわかる方々に

ぜひそういったことをやってもらって今後の事業展開につなげるようなことを検討して

もらいたいと思います。 

  ４点目の愛知県とかいろいろ北陸圏のことでいろいろ営業努力してみえるんですが、

実は私も最近ちょっと富山の方多いなというようなことがあったりして。「どこからみえ

たんですか」、「いま富山でこういうのがあったで」というようなことをときどき聞くんで

すが。せっかくそういう活動をしてみえる。前もあったんですけど、情報で観光施設で最

前線におる者に対して今こういうとこ行ってきましたよ、とかそういった情報を必ず出

していただくと私たちもようこそ、よく来てくださいましたね、そこでまたさらにどこが

悪いですかとかという聞くことができるので。やっぱりああいったメディアとかの情報

発信はすごく影響力があってそのテレビの放映があるとすぐ来たとかというのがありま

すので、ぜひぜひそういった観光情報、いまこんな動きをしているよというようなことを

むかしはあったと思うんですが、いまも時々何かの活動日誌みたいなものはあるんです

けどそういうふうではなくて、今こういったタイムリーにこういったところに行ってき

ましたよ。もしかして来たら皆さんも対応をよろしくお願いしますというようなそうい

うこまめな情報発信をしてもらうと最前線に立つものは非常に助かると思うんですがそ

の辺について検討してもらえるでしょうか。どうぞ。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□商工観光部長（泉原利匡） 

  議員おっしゃるとおり情報をしっかりと発信させていただきたいと思いますのでお願

いします。 
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○５番（森要） 

  それでは最後の質問に入らせていただきます。それぞれ皆さんには、ここになんか私は

空き家対策ということで出しておったんですが和光園とか書いてあることがあるかもし

れませんが、これは間違いで空き家対策についての質問ですのでよろしくお願いいたし

ます。先ほど德島議員は特定空家とかのお話がありました。私は実はそういった今度は利

活用についてのことについてお話を聞きたいと思います。 

市においては、飛騨市空家対策協議会が設置されまして、発生予防から，有効利用の取

り組み、特定空家の解消など取り組まれております。先般飛騨市議会においても、適正な

管理が行われない空き家の増加に懸念をしているところであり、飛騨市空き家対策計画

の一層の推進を要望してきたところであります。そこで、次の２点を伺います 

特定空家の問題点について。特定空家対策において、現在における問題点や解決しなけ

ればならない課題はあるのか。あるとすれば、どのような対策を講じていくのかを伺いま

す。 

２点目は相談窓口の外部委託についてであります。地域情報の収集・発信、相談窓口を

包括的に民間に委託し、移住・定住支援を推進していくためには、外部に委託して事業を

推進していく時期にきていると考えますが、市長の見解を伺います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔市長 都竹淳也 登壇〕 

△市長（都竹淳也） 

  相談窓口の外部委託、これは移住定住の推進に向けたというこういうお尋ねでござい

ます。 

  この件、６月議会で住田議員からご質問いただきまして「移住のコンシェルジュを配置

したらどうか」と、こういうお尋ねがございました。その際に専門的な知識を有する方が

いらっしゃれば、例えば嘱託職員として雇用するなど検討したいというようなことを申

し上げたところでございます。 

  また、先日、市議会からの政策提言の中でも「地域情報の収集・発信、相談窓口等を包

括的に民間へ委託」といった提案もいただいたところでございます。現在、来年度の重点

政策につきましての協議をずっと重ねてきておるんですが、そうした中でこの移住・定住

や空き家対策、またこのＵ・Ｉターンのための就労の場の紹介ということがあるわけです

が、これらは全て密接に関わり合いましてですね、これをワンストップでできる体制をつ

くることが大事ではないかと、このようなことを考えておるわけでございます。 

したがって、まずはその移住定住のみならず、空き家対策、就労の場の紹介、全部をや

るということを前提に考えたときに、民間感覚を生かして柔軟かつ機動的に行っていく

必要があるというのは全くその通りなんですが、他方で、市役所の内部の業務とかなり密

接に関わっているものですから、市役所の業務に精通してないと、どこにつないだら良い
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か分からないと言うことになりかねないと、いうことも現実にございまして、そうしたこ

とを含めてどう考えるかと、こういう議論をしておるわけでございます。 

私どもとしては、専門業務をおこなう職員を新たに雇用するということを考えておる

んですが、それによって外部性は確保する、しかし、窓口は市役所の中に置く、市役所の

中に勤めていただいて、職員と連携する体制の中で対応していってはどうかと、このよう

なことを今、議論しておりまして、所要の経費を新年度予算にもり込むということを今、

考えているところでございます。 

ただ、こうしたワンストップサービスの提供というのは、仕組みもさることながら、適

切な人材がいるかどうかと、雇えるかどうかというところにかかっておりまして、今、可

能性のある方をいろいろ当たらせていただきながら、全力をあげて探しておる最中でご

ざいますので、議員におかれましても、いい方があれば是非ご紹介賜りたいと思っている

ところでございます。 

  〔市長 都竹淳也 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて、答弁を求めます。 

  〔総務部長 東佐藤司 登壇〕 

□総務部長（東佐藤司） 

  特定空家対策における課題や対策についてのお尋ねがございました。先ほど、徳島議員

への答弁で申し上げましたので、要点のみの繰り返しとなりますけれども、特定空家等へ

の措置については、まず、その認定に関し、現在、判断基準の整備を行っているところで

あり、第三者の調査ももり込んでいく必要があると考えております。 

  また、全国的な問題にもなっているのが相続登記でございます。何代にもわたって相続

登記がなされないことから、相続人が非常に多数となり、所有者が直ちに判明しない、判

明しても所有者に連絡がつかない等、事務手続きに非常に時間を要する案件が増加して

おります。国におきましても、その対応の検討がはじまったところでございますが、市と

しても、相続登記の補助制度も検討しているところでございます。いずれにしましても、

空き家問題は簡単に解決できるものではなく、空家化の予防・流動・除却のそれぞれの分

野において、自治会をはじめとした協力体制や、対応が必要と考えております。 

  〔総務部長 東佐藤司 着席〕 

○５番（森要） 

  ありがとうございます。まず相談窓口の外部委託のことの件ですが、今は市役所の推進

で来年職員のそういった検討をしているということです。私は前に郡上八幡で公社です

けれども実際やっぱその外部委託されていて、実績も２年間で１０件でしたかね。空き家

を利用した事業があったり。改修についても年に６件ほどの補助をやっていると。そうい

ったことで飛騨市の場合を比較しても先ほど実績もありましたけど非常にそれに匹敵す

るぐらいやっているんですよね。ですけど私はそれをさらに進めていくためには、もうす
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でにすばらしいシステムがある。だからそのこういうことに対しては市役所から聞けば

できるということで、私はわざわざそこに専門性ということよりもすでに立派なものが

あるので、それの中に入って実際に相談にのってやれる。しかもそれが今度はその方々の

イベントもしたりとかできる、そういう時期にきているのではないかと私はそういう認

識なんですね。ですから今の丹波篠山も行ったところもやっぱりそうでした。やはりそう

いう外部委託されて実際にもうすでに実績もあがっている。今の場合は市役所の場合は

担当の方が今の壊すほうにもしならんし、空き家のほうもしならんということよりも外

部委託できるものはして、さらにこの事業を推進していくことが大切ではないかなと私

は考えているんですね。ですからもうすこし時期をみて、それがだんだんひとつひとつや

っていくという方法もあると思うんですが、特に土曜日、日曜日たとえばこっちに来て現

場を見たいといったときに職員の方がまたそこで休んでしまうということよりも民間の

方に委託しておいたほうがものすごく動きやすいということができるのではないかとい

う気がしてるんですね。ですから状況を見てですが、今どんどん空き家のほうも特定空家

のほうも着実に進んでおりますし、今度は利用のほうについてはコンシェルジュを設け

ることも大切ですけど、もうすでに立派なものができているので、それをさらに進めるた

めの施策にきているときにあるんではないかなと私は思います。特に土曜日、日曜日の対

応を私も思っているので、それについてもう一度お伺いしたいと思います。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  率直に申しますと実はその民間に委託する相手先がいればいいんですが、ぱっと思い

つかないんです。正直言いまして。飛騨市内で委託先となりうる団体とか、会社があるか

ないかというと今のところぱっと思いつく状況にないということも現実的な問題として

ございまして。それから空き家の流動化の窓口、空き家対策の窓口というのは今総務課に

置いているんですが、これはむしろそのどちらかというと移住定住のコンシェルジュの

中でコンシェルジュ的な役割を果たしながら、あるいはＵ・Ｉターンの就職相談というこ

とも兼ねあわせながら住宅の世話もしていくというようなことをイメージしております

ので、先ほど市役所の住むとこネットですね、対応含めて移住定住の窓口含めてのご評価

をいただきましたけれどもまずはそこにですね、今は職員がやっているもんですから結

構限られているところがあります。労力的にもですね。そこに専従の職員をおいてやると

いうのがまず最初のステップかな。そのうちに受け手となる、受け皿となる民間の会社な

り団体があればこれはもう本当にどんどん出していきたいというふうに思いますし、い

までもですね、そういうところがあれば考えるんですけれど、ちょっとなかなか思いつか

ないという事情があるもんですから現実的な回答として申し上げたような、答弁で申し

上げたようなことになっているということでご理解いただければと思います。 
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○５番（森要） 

  ありがとうございます。私たちもいろいろこう提言するにおいて実際それをやるもの

がないといくら言ってもできないということはわかっているんですよね。だからやっぱ

り実際それをやる受け手があれば検討もしてくださるということです。私も２，３件、そ

ういうやればやってくださるような方を知っていますので、また今後相談、情報提供しな

がら進めて、前向きに進んでいきたいなと思っていますので。就職の相談とかそういうも

のはやっぱり情報までを的確に聞いてそこからそこへ橋渡しする。それで私はいいんで

はないかと思っているので、ぜひまた前向きにそういった答弁いただきましたので、私も

またそういったことも踏まえて情報提供しながら一緒になって考えていきたいなと思っ

ております。以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。 

〔５番 森要 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  以上で５番、森要君の一般質問を終わります。 

  続いて４番、住田清美君。 

  〔４番 住田清美 登壇〕 

○４番（住田清美） 

  それでは議長より発言のお許しをいただきましたので、登壇させていただきます。本日

６番目ですが本日のラストでございますので、もうしばらくお付き合いいただきたいと

思います。私は今回大きく３点の質問をださせていただきましたがまず１点目、子供の貧

困・アンケートから見えてきたことについてお尋ねしたいと思います。 

 子供の貧困が社会的問題となっております。そこで、本年３月議会において飛騨市の子

供の貧困実態や子ども食堂などの貧困対策について質問させていただきました。市長の

答弁では「子供を含めた生活困窮者対策については、真っ先に取り組みたかったが平成２

９年度は政策立案までには至らなかった。子供の貧困については実態把握をすべく、児童

扶養手当現況届け時にアンケートを行い支援策を検討していきたい」とのことでした。 

  早速、８月にアンケートを実施されましたが、その結果を踏まえて、今年度取り組むべ

きこと、あるいは平成３０年度に向けて検討されていることなどをお尋ねしたいと思い

ます。 

  なお、９月の補正予算において小中学校の要保護及び準要保護児童生徒就学援助費の

増額が行われました。これは年度途中にひとり親家庭になられたとのことでした。このよ

うに生活に追われる家庭は待ったなしです。安心して子育てできる環境整備について次

の点をお尋ねします。 

１点目は、ひとり親家庭の生活実態についてです。児童扶養手当受給者を対象とするひ

とり親家庭を対象にアンケート調査を実施されました。どのような質問内容だったのか、

またアンケート結果から見えてきたこと、課題としたことなどお聞かせください。 

  ２点目に子育て応援センターへの相談実績についてです。先の一般質問で相談窓口の
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連携については「今年度、子育て応援課を新設し、子育て応援センターとして、包括的な

支援を行う」との答弁でしたが、相談実績はどれくらいあったのでしょうか。特に生活困

窮に関する相談はありましたでしょうか。お尋ねします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔市長 都竹淳也 登壇〕 

△市長（都竹淳也） 

  子供の貧困の問題、アンケートの結果で見えてきたこと等々についてのお尋ねがござ

いました。１点目のこの生活実態の部分についてご答弁申し上げたいと思います。このい

わゆる子供の貧困問題、昨今、メディアでも大きく取り上げられておりまして、関連する

書籍も多く出されておりますけども、子供の貧困はそのまま親の貧困である、家庭の貧困

であるというふうに位置づけることができるというふうに考えておりまして、私自身は、

この問題を低所得世帯における子供の支援はどうあるべきかという観点で捉えておると

ころでございます。 

このため、この市が就学援助を行う準要保護の児童生徒のいる世帯、児童扶養手当の受

給世帯、生活保護世帯がこれに当たると、このように位置づけました。現在、飛騨市にお

いては、これらに該当する世帯は２１０世帯ございまして、これは子供を持つ世帯のおよ

そ１割でございます。 

今回のアンケートにあたりましては、その生活実態を明らかにする為に、例えば収入で

すとか、就労の問題ですとか、子供の進路の問題、いろんな項目で質問させていただきま

した。アンケートにあたっては児童扶養手当受給世帯１７１世帯と、受給していない世帯

３７世帯を合わせた２０８世帯に対して実態調査を行いまして、結果１７６世帯より回

答をいただきました。回答率は８５パーセントという高い率でございます。これらは全て

いわゆる「ひとり親世帯」ということでございます。 

  アンケート結果はかなり細かいものですから、今まだ分析等々している最中なんです

が、主な点につきまして申し上げたいと思います。まず、ひとり親の状況でございますが、

８１パーセントが母子家庭で、年齢は４０歳代が５３パーセントと半数以上を占めてい

たということでございます。子供の状況は、高校生が３１パーセント、中学生が２０パー

セント、小学生が２８パーセントという割合でございます。先ほど申し上げましたが、こ

れはすべてひとり親世帯であったということですから、そこからスタートしている話で

す。 

それで収入なんですが、1年間の収入が１００万円未満の家庭が７パーセント、１１世

帯。１００万～２００万円未満の家庭が３４パーセント、５４世帯。２００万円～３００

万円未満が３２パーセント、５１世帯。３００万円以上が２６パーセント、４１世帯とい

うことでございます。このように、年間収入が２００万円以下という家庭が、このうちで

すね、４割を超えておりまして、中には収入が１３０万円未満で子供さんが４人いるとい
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う家庭もございました。 

それで収入に関わる点といたしましては、離婚後の養育費でございますけども、支払わ

れている家庭は６０世帯、支払われていない家庭は７１世帯で、その中には何らかの形で

取り決めをしたにもかかわらず支払われていないという家庭が３４世帯あったというこ

とでございます。 

８１パーセント母子世帯ということですが、母子父子含めて、ひとり親の就労率、これ

は９６．６パーセントということで、ほぼ働いておられるということですが、正社員やフ

ルタイムであっても収入が２００万円に満たない家庭が３８世帯ということでございま

して、また、どんな資格を身に付けたいですかという質問に対しては、パソコンの操作を

あげる人が２４パーセントおいでになりました。また介護福祉士など専門資格を望む方

も少なからずおいでになりまして、その多くは収入が１５０万円未満の家庭であったと、

このようなことでございます。 

子供の進路につきましての意識についても調査をいたしました。２９パーセントの家

庭が高卒後の進学を希望されているということでございます。なお、進学に際しては、金

銭的な負担を心配する家庭が７７パーセントと圧倒的に多い結果でございまして、特に

収入が２００万円未満の家庭では、金銭的な負担を心配する傾向が顕著に現れていたと

いうことでございました。 

それから塾や習い事をさせている家庭を調べますと４４パーセントございまして、さ

せていない家庭のうち、経済的な理由を挙げた家庭、つまり経済的に苦しいから習い事を

させてあげられないという家庭が３６パーセントあったということでございます。 

食事でございますが、「十分に食事がとれている」と答えられた家庭が７３パーセント

と多く占めましたけれども、一方で「食事の用意ができないことがある」と答えた家庭が

９パーセントあったということでございます。 

それで、「心配事、何ですか」というご質問では、上位３つあげますと、１番目が収入

に対する不安、次いで子供の教育費、３番目が税金や保険料の負担と、このような順番で

あったわけであります。 

  アンケートのコメント欄、これも見させてもらいましたけれども、正規雇用を断られた

り、子供と親のダブルケアに直面したり、その他にもいろんな不安や悩みを抱えておられ

るということがわかりました。所得がある程度あって両親が揃っている世帯に比べます

と、子供が不安や寂しさをおぼえたり、子供に進路を自由に決めさせてやれないやるせな

さを感じるであろうことは、この文面から容易に想像ができたというのが私の印象でご

ざいます。これは、何らかの支援が必要であるということを、今回このアンケートの数字、

またこの記述から感じとったところでございます。 

その支援ということになるんですが、私は現在のさまざまな手当の制度のように金銭

給付を行うということだけが支援ではないのではないかというふうに感じております。

それは例えば安定した仕事、これを親に得ていただくための支援、また住居費を含めた生
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活コストを下げていくという支援、それから子供の孤独さを和らげていくような対策、こ

うした支援を進めることが結果として家庭に余裕を持たせて、子供が安心できる環境づ

くりにつながるのではないかというふうに考えたところでございます。 

現在、新年度予算の検討に入っておりますけども、こうしたことを具現化できるような

施策を現在検討しておるところでございます。例えば、家庭的な雰囲気の中で過ごせる場

の提供や、家計への負担が大きくならない低廉な住宅に住めるような支援、あるいは安定

した仕事に就くための各種研修など就労支援、こんなことがあるのではないかと思って

おりまして、これらをパッケージ化した事業を「ひとり親家庭等応援事業」という形に位

置づけまして、プロジェクトとして来年取り組んでいきたいということを現在考えてお

ります。 

また、並行いたしまして、こうした支援を行っておるのは市だけではございませんで、

市民の皆さんの中にも自主的に、あるいはいろんな団体で支援をされている方々も多く

おられます。そこで、一人親家庭の子供たちの支援、あるいは障がいのある方や単身高齢

者など、弱い立場にある方々の支援を行っておられる市民の皆さんを応援するという助

成金制度を新たに立ち上げたいということを考えておりまして、これも新年度予算の検

討の中で現在議論しておるところでございます。 

  〔市長 都竹淳也 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて、答弁を求めます。 

  〔市民福祉部長 柚原誠 登壇〕 

□市民福祉部長（柚原誠） 

２点目の子育て応援センターの相談実績についてお答えします。 

本年度の機構改革により、ハートピア古川に子育て応援課が新設され、妊娠から子育て

に至るまでの手続きや相談等が１カ所でできるようになりました。３月議会の住田議員

の一般質問では、相談窓口の連携に対しては、子育て応援センターとして包括的な支援を

行うとお答えしたところです。 

４月から１１月末までの子育て応援センターの相談件数についてお答えします。なお、

件数は延べ相談件数ではなく相談世帯数ですのでよろしくお願いします。 

子育て応援課が主として関わった件数は、児童に関する相談が１３件、女性保護に関す

る相談が２件、子育て世帯の生活相談が５件ありました。 

保健センターが主として関わった件数は、精神疾患、経済的不安などの出産から育児に

至る過程で支援が必要な特定妊婦の相談が９件、高血圧等の既往のあるハイリスク妊婦

の相談が６件ありました。 

発達支援センターが主として関わった件数は、障がい関係で２５件、性格行動関係で１

９件、不登校・ひきこもり等で１０件、学校や学習、進路に関する相談が１４件ありまし

た。 
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具体的には、ひとり親家庭で親に障がいがあり、子供に支援が必要なため生計が苦しい

事例、ひとり親家庭で母親が病気のため就労ができなくなり、子供の養育支援と経済的支

援が緊急に必要となった事例などがあります。 

相談の内容により、子育て応援課、市民保健課の保健センター、発達支援センター、障

がい福祉課、地域包括ケア課が連携して対応しています。相談に関わる職員が、ハートピ

アに集約されて担当職員間の打合せが容易になったと感じています。 

相談の内容は、経済的に困窮しているという問題だけではなく、親や子供に障がいがあ

ったり、親の介護が必要であったりと、身の回りに複数の問題を抱えている場合が少なく

ありません。しかも、短期間で解決に至る事例はほとんどありませんでした。 

まだ連携が十分でないところもありますので、子育て応援センターを構成する部署と

関係機関との風通しを良くして、妊娠期から子育て期まで途切れの無い支援を行えるよ

う、子育て世代包括支援センターとしての機能と支援体制を確立していきたいと考えて

おります。 

  〔市民福祉部長 柚原誠 着席〕 

○４番（住田清美） 

  ご丁寧な答弁ありがとうございます。またいずれひとり親家庭のアンケート結果につ

いては詳細についてまたできたものをまた見てみたいと思います。ただ今のお話を聞い

た中でもやはり子供の貧困はひとり親家庭のパーセンテージが高いということがこの今

の報告の中からでもうかがい知ることができるかと思います。本当に生活貧困に直面し

ているお母さんの姿が目に浮かぶようでした。給料日前になると食べるものにも困って

いる、十分な食事が与えられない。それから子供が部活、スポーツ少年団とかやりたくて

もやらせてあげられない。経済的な理由からシューズが買ってあげられない、遠征費が出

ないというような声も耳にしますので、また早急にその声に応えていただいて、その次年

度からひとり親を応援する事業としてパッケージ化するということで、さまざまな事業

をいれてくださるということで、そこの点は期待をしております。その中でたぶん子ども

食堂的な運営も行なわれるのではないかと期待しておりますが子ども食堂は安価でひと

り親家庭、お母さんまた子供も含めて居場所づくりのために食材提供をするという事業

でありますがそれに加えてひとつだけお願いをしたいのが、これ平成２９年１２月１日

付の新聞にあったんですけれど、貧富の差による学力格差は小学４年生からというショ

ッキングな記事がでておりました。学力の平均偏差値は、経済的に困窮していない一般家

庭の子供と生活保護の場合の子供を比べた場合に１年生、２年生、３年生ではそんなにひ

らきがないんですけれど小４では一気に５．５パーセントにひらきまして、この数字が一

般家庭よりその生活困窮のところは５ポイントほど低い状態がもう固定化してしまう。

もともと小４というのは学力格差に陥る学年ではあるんですけれど、生活のこの困窮さ

によって学力に差がでるということが分析結果から明らかになったという記事がありま

した。そこで、そのパッケージ化する中で、例えば子ども食堂的なところに学力の支援を
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してくれる。学力だけではないんです。根本にはその生活支援の基盤ができていない。学

習をするという生活基盤の習慣ができていないことからこういうことに陥るという新聞

には書いてありましたので、ぜひこういうことも居場所づくりの中で子どもたちに手を

伸べてあげることも考えてはいただけないでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□市民福祉部長（柚原誠） 

  子供の居場所づくりですけれども、アンケートの結果からは主にお母様が一人、父子家

庭、母子家庭とありますが母子家庭が非常に多い中で、お母さんが仕事を持っておられて

育児までなかなか手が回らないというような生活実態があるのではないかというような

ことが感じられました。なので、ひょっとしたら子供さんだけで食事をとっておるという

ようなことが想定されますので、子供の居場所づくりということで、食事も晩ごはんとか

も食べていただく場所の中で食後に宿題をする、あるいは勉強を指導するような支援も

行なっていきたいというようなことで今考えておるところです。住田議員ご指摘のあり

ました学習指導的な部分についても何らかの対策は考えたいというふうには思っており

ます。 

○４番（住田清美） 

  子供の貧困イコール親の貧困ですけれど今回はひとり親家庭についてのアンケート結

果から次年度ひとり親家庭を中心とした応援事業ということですが、夫婦揃っていても

貧困的、平均収入が２００万円くらいで生活している家庭もたくさんあると思います。そ

ういう家庭にむけての支援については、このひとり親のパッケージを制定したうえで、考

えていかれますか。同時進行で考えていかれますか。お尋ねします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□市民福祉部長（柚原誠） 

  パッケージ事業の名称をひとり親家庭等ということにさせていただきました。両親が

いらっしゃって、失礼な表現ですが貧困家庭というようなご家庭があるということも想

定されますが、この「等」の中で支援内容が合えば利用していただけるというふうに考え

ております。またそれらの方の実態がわかっていけばもっとそれらの方に対応できるよ

うなサービスもまた考えていきたいというふうに思います。 

○４番（住田清美） 

  ありがとうございます。それでは先ほど市長のお話にあったように新年度予算のパッ

ケージの内容を楽しみに期待しておりますので、よろしくお願いいたします。なお子育て

応援センターへの相談実績も丁寧にご説明をいただきましてありがとうございます。た

だ「うちは生活に困っている」とたぶんダイレクトに相談にはこれないと思いますので、

おっしゃったように保育園とか小中学校との連携、それから社会福祉協議会や法人との
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連携もしっかりしていただきたいと思います。その中で先ほどアンケートの中で養育費

の関係で支払っているとか支払っていない、それから約束はしたんだけれど支払われな

いというような養育費の問題が大変大きなことだと思いますし、そういう方がそういう

こと的なものを相談しようにも専門的な知識を持った方がその相談の中にいらっしゃる

のかということもちょっと不安になりますので、そういった専門知識のある方の相談員

の配置というのは、特には考えてみえないでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□市民福祉部長（柚原誠） 

  福祉事務所という組織の機構の中に母子自立支援員という支援員をおくというような

決まりがありまして、今職員が兼務しておるような状況で報告をしております。ただ今の

このアンケート実態を踏まえますとそのような支援というのはちょっと職員の兼務でで

きるようなことではないので、しかるべきところにお願いをしていくようなことも考え

ていったほうがいいなというふうに感じております。例えば社会福祉協議会には社会福

祉士とかの資格をもってみえていろんな経済的な支援もやられる、いろんな相談も実際

していらっしゃる職員もいらっしゃいますし、市だけで考えずにほかのところに専門職

をもとめていくような形でも相談しやすい体制というのをとっていきたいというふうに

思います。 

○４番（住田清美） 

  ワンストップで相談できる包括的な相談センターができたことはとてもありがたいこ

とだと思いますので、相談の中身に応じてそういうところにつなげていただければ大変

ありがたいかと思います。本当に子育ての中で孤立することも多い、特にひとり親家庭の

お母さん、お父さんについては、相談できる相手がいるということだけでも心強いかと思

いますので、どうか支援のほうをよろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、２つ目の質問に移らさせていただきます。続いては保育園の運営状況につい

てお尋ねします。国では一億総活躍時代と銘打って、特に女性の活躍を重点施策の一つと

しております。その中でも子育て支援については待機児童をゼロにすることや、幼児教育

の無償化などを検討しています。飛騨市でも保護者が安心して働くことができるよう

様々な保育サービスを提供しておりますが、新年度に向けて保育園の運営状況について

次の点をお尋ねします。1つ目に平成３０年度の入園申込みについてです。少子化により

子供の全体数は減っておりますので、保育園入園希望者に関しては、３歳以上児について

は減っていると思いますけれども、未満児は年々増加の傾向にあると思います。今年も１

２月に入り、平成３０年度の入園申込みが終了したことと思います。申込み状況はいかが

だったのでしょうか。待機児童の懸念はなかったのでしょうか。また、慢性的な保育士不

足の実情を踏まえ、人員確保の目途はたったのでしょうか。 

２つ目、完全民営化の検討状況についてです。公立保育園の中で、増島保育園とさくら
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保育園については指定管理者制度で運営されています。運営者の努力も評価したうえで

完全民営化への移行をどう考えるかとの９月議会での問いに「大いに検討すべき選択肢

であり、まずは一番のユーザーである保護者の方々を対象にアンケートをとり、その傾向

を確認したうえで検討を進める」という市長答弁がありました。 

その後、新年度入園申込み手続きに合わせ保護者へのアンケートを実施されたと聞き

しましたが、その結果を踏まえ保育園の完全民営化についての今後の方向性についてお

尋ねいたします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔市長 都竹淳也 登壇〕 

△市長（都竹淳也） 

私からは、２点目の民営化の検討状況につきましてお答えを申し上げたいと思います。 

前回の答弁のときに今ご紹介いただいたように、まずユーザーの意見を聞かなきゃい

けないということでアンケートをとったわけでございます。１１月中旬に締切りました。

平成３０年度入園申込書の提出にあわせてお聞きをしたということでございまして、増

島保育園・さくら保育園の民営化についてどう思うか、とこういう形でお聞きをいたした

わけでございます。その結果でございますが、最も多かったのが「どちらでも良い」の６

４パーセントでございます。続いて「賛成」、これが２８パーセント、「反対」は６パーセ

ントという結果でございまして、結果として約９２パーセントの方は「賛成」または「ど

ちらでも良い」ということで、「反対」は極めて少ないということが確認できたわけでご

ざいます。 

それぞれの回答の主な理由をみてみますと、賛成の方は保育サービス・質の向上が期待

できるというのが多くおられましたし、どちらでも良いと応えられた方は、保育内容や保

育料が変わらない。子供や保護者にとって影響が無ければどちらでも良いというような

答えが多かったわけでございます。わずかではございましたが、反対の６パーセントの方

の中には保育サービス・質の低下が心配されるという声もあったことは事実でございま

す。 

  以上のことを踏まえますと、保護者のご意向は、利用者側に影響がなく、更に保育サー

ビスや質の向上が図られるのであれば民営化しても問題がないというご意見だというふ

うに判断ができます。 

  この結果を踏まえまして、市といたしましては平成３１年度から増島保育園とさくら

保育園を民営化いたしまして、私立保育園として移行するという方針で、来年度にその準

備を進めていきたいと考えておるところでございます。 

  なお、アンケートのその他意見といたしまして、未満児保育の受入枠の拡大や休日保

育・延長保育等の特別保育のさらなる充実、こうした声がございましたし、保育士の増員

や給与アップなどの処遇改善につきましての意見も多くあったとこういうことでござい
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ます。 

  これにつきましては、平成３１年度からの私立保育園へ民営化して移行することにな

りますと、保育士の処遇改善経費などが、国の制度どおり各園に確実に配分できることが

できるようになりますので、処遇の改善は図られるというふうに考えています。 

それに先立ちまして、平成３０年度におきましても国の保育士処遇改善施策が指定管

理施設でも反映されるように、処遇改善相当分を指定管理料へ上乗せすることを現在検

討しておるところでございます。 

  なお、アンケートの回答の中には、具体的な変更点などがわかりにくい、もっと知りた

いというご意見もありましたので、平成３０年度中に保護者の皆さま方に対して、より丁

寧な説明を行ってまいりたいと考えておるところでございます。 

 〔市長 都竹淳也 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  続いて、答弁を求めます。 

 〔市民福祉部長 柚原誠 登壇〕 

□市民福祉部長（柚原誠） 

 １点目の平成３０年度の入園申込み状況についてお答えします。 

平成３０年度の市内保育園の入園希望者は、１１月末現在で３歳以上児が４９１名、３

歳未満児が１８４名、合計で６７５名でした。全体数は、今年度とほとんど変わらないと

いう結果でしたが、その内容には大きな変化があり、年少から年長の３歳以上児は前年度

から３７名減少している一方で、３歳未満児は３８名の増加と、未満児の増加が顕著にな

っております。これは、少子化による子どもの数の減少が、入園希望者数の減少にはつな

がらないということを意味しております。ここで問題となるのが、全体の園児数は、ほと

んど変わらない状況であっても、３歳未満児の比率が高くなるほど、保育士の配置基準に

より、多くの保育士を確保する必要があるということです。このため、今年度までは、何

とか保育士を確保することができ、待機児童が出ることはありませんでしたが、来年度

は、市内保育園で入園調整を行っても現状の体制では保育士が不足する状況です。 

  こうした状況を踏まえ、平成３０年度から嘱託保育士等の待遇を改善することとし、平

成３０年４月１日採用の保育士募集を行う予定です。また、指定管理者である社会福祉法

人側でも、保育士確保に努めていただくよう要請しております。さらに、市内にも保育士

の資格を有していながら、子育てや他の仕事をされていらっしゃる方がありますので、個

別に保育士としての就業を打診することとしております。有資格者であって保育園等で

勤務していない方々には、保育士不足の状況をご理解いただき、飛騨市の子育て支援の一

翼を担っていただきたいと思います。 

市としましては、このような状態は、今後も続くと考えており、中長期的な保育士確保

対策を検討するとともに、逆に自ら一定の年齢までは家庭で子育てしたいという方のた

めに家庭での育児環境を整える施策や、働く女性が安心して子育てしていただけるよう
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企業側での支援の充実も推進するなどの施策を、保育の受け皿の整備とあわせて検討し

てまいります。 

なお、９月議会でご質問いただきました休園中の宮川保育園については、入園希望者が

１名でしたので、平成３０年度での再開は、見合わせたいと考えております。 

  〔市民福祉部長 柚原誠 着席〕 

○４番（住田清美） 

  入園状況について再度確認をさせていただきます。３歳以上児については、減ってもい

ますし、受け入れは大丈夫だと思うんですが、未満児については前年度より３８名多い１

８４名ということで、保育士の数も３歳以上やと１クラスで１人の配置でいいんですけ

ど、たぶんゼロ歳、１歳ですと３人に１人、２歳ですと６人に１人というそういう配置基

準に沿ってしたがいますと絶対にこの１８４人には、その多数の保育士さんが必要だと

いうことはわかりますが、これこのまま保育士さんが見つからなければ、待機児童も考え

られうるということなんでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□市民福祉部長（柚原誠） 

  未満児の申し込みが増えたということで、現在５名の保育士が不足するというふうに

考えております。加配、支援の必要な子供さんについていただく保育士さんの分も含める

と６名から７名が足りなくなるという心配をしております。 

○４番（住田清美） 

  施設、受け入れる保育園側としては、設備的なところはこの１８４名は保育士さんさえ

いれば皆さんどこかの園に入ることはできますか。大丈夫ですか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□市民福祉部長（柚原誠） 

  宮城保育園で年長のクラスが１クラス減ります。そのクラスを未満児のクラスに変更

するということで、すこしちょっと未満児のほうのクラスが窮屈になるんですがそれで

何とか入れるという状況です。ですので、さくら保育園・増島保育園・宮城保育園が今の

状況で目いっぱいということなので、これ以上増えるともう保育する場所がないという

状況が古川で発生いたします。神岡についてはまだちょっと場所的には余裕があるとい

うことですので、今の未満児の増加の部分で一番問題になっているのは、古川のエリアと

いうことになります。 

○４番（住田清美） 

  いままで飛騨市には待機児童はないということで、安心はしておったのですがいよい

よ都会並みの心配がこの飛騨市にも、特に古川の地で起きているのかなと思います。でも

この未満児をお申し込みになった１８４名のお母さんにはもう４月からもうそれぞれの
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事情があって預けられる。保育園に預ける状況としては、家庭で保育することができない

から保育園に預ける。それは例えば介護であったりとか、仕事、特に育児休業が１年で明

ける方がほとんどですので、復職される。また新たに仕事を求められる。生活のために働

らかなくてはいけない。さまざまな事情があって未満児に預ける１８４人の生活がここ

にあると思います。そのために市のほうでも保育士の確保は一生懸命やられているとは

思うんですが、何とかこの保育士確保に向けては全市あげて何とか。何とかいい方法はな

いでしょうかね、部長。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  これ１１月末集計と言いましたので、結果がわかったのがつい先日なんですが。本当私

もですね、数字を見て目を疑いまして、まさかこんな数の増加が起こるというのはまった

く思っていなかったものですから本当に大変苦慮しています。全市あげてとにかくもう

今もそうなんですが、声もかける、募集もすぐ始める、待遇も急遽改善もする。とにかく

あらゆる手を尽くしてやろうということではあるんですが、資格を持ってないといけな

いという大問題があるものですから誰でもいいというわけにはいかないとこがございま

して、本当に苦慮しています。ぜひご存じの方があったら、潜在保育士の方があればとに

かく声をかけていただく。我々もとにかく全力で頑張りますので何とか頑張りたいとい

うことで、本当にまだこれ結果がわかってからそんなに時間たってないんですけれども

今や市政の大問題ということで取り組もうという状態でございます。 

○４番（住田清美） 

  何とかお願いしたいと思います。待機児童の出ないように。そしてこのままでは年度途

中で入りたいと思っても今の状態では絶対に入れない状況も浮き彫りになっております

ので、ぜひこの放送をお聞きの方で保育士の資格のある方、お心あたりのある方、ぜひ飛

騨市の子供たち、お母さんを助けてあげていただきたいと思います。よろしくお願いしま

す。それから民営化の件につきましては、アンケートも丁寧にとっていただいて保護者の

意向も十分確認したうえでの平成３１年度からという予定でございます。ぜひともこの

件については十分な説明をしていただきながら完全民営化に向けて私は進めていただき

たいと思います。そして完全民営化になりますと先ほど国・県の保育士の処遇改善も受け

れるということですが、それに加えて国・県の補助金が市のほうに充当されてまいります

ので、私今日は通告書には書いておりませんけれど今後夜間保育とかそれから神岡での

病児保育とか休日の延長保育とかさまざまなサービスの必要性があるかと思いますので、

こういうところにまた充てていただくようなことも今後考えていただければと。今日は

これ以上は質問しませんが要望として付け加えさせていただきたいと思います。何とか

飛騨市に待機児童がでないように女性の活躍もそうですが、家庭の事情もありますので、

みなさんのぜひこの保育士の雇用、不足に関しましては、危機感を皆さんでもって前に進
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めたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、最後に新和光園の建設についてお尋ねしたいと思います。養護老人ホーム和

光園の新築が具体化してきました。建設予定地の選定と交渉に時間がかかり、当初本年６

月着工予定が平成３０年１月にずれ込み、さらに平成３０年度中の完成を目指すという

ハードスケジュールで進められています。 

  養護老人ホームは、基本的には病気がなく、介護を必要としない自立した６５歳以上の

方で、生活保護を受けている、または低所得などの事由によって自宅で生活ができないな

どの経済的な理由を持つ人が入所対象となります。だからといって誰でも入所できるの

ではなく、市の審査が必要であり、措置判断によって決められます。 

  今後高齢化やひとり暮らしが増えていく中で必要な施設と思いますが、今回の新築に

あわせて、運営面も含め次の点をお尋ねします。 

  １点目、定員設定の根拠についてです。新和光園の入所定員は、現在の施設と同様の５

０名です。今後高齢化が進み、生活困窮者も増えるであろう予測に立つと、入所該当者は

増えていくような気がします。定員の増員については検討されなかったのでしょうか。ま

た、現在和光園の入所者は４５名で、定員割れしています。このことは困っている方がい

ないということなのでしょうか。それとも行政による措置控えの影響なのでしょうか。こ

の措置控えということばは、ネットで養護老人ホームを検索したときに全国で結構問題

になっているということでしたのでつけさせていただきました。 

２つ目に渡り廊下の活用についてです。１２月補正予算にて新和光園の渡り廊下の建

設費が増額されています。これは新しい建物と現在の建物をつなぐ廊下であるとのこと

です。和光園の後利用として、障がいのある方のグループホームにという考えがあるよう

ですが、渡り廊下はどのように活用されるのでしょうか。 

３点目に人員配置についてです。新和光園は４階建てになります。元気で自立されてい

る方ばかりなら影響は少ないかもしれませんが、現在の入所者４５名のうち要支援・要介

護の認定を受けてみえる方は２１名と半数近くにのぼります。さらに全室個室となり、配

慮も増加します。人員配置については運営者と協議されているのでしょうか。特に夜勤従

事者については、現在の１名では不測の事態が発生したとき複数階に対応することは困

難と考えます。市、単独による増員はお考えでしょうか。 

４つ目に民営化の検討についてです。和光園は現在、社会福祉法人による指定管理で運

営されています。建物が新しくなる機をとらえ、民営化を検討してはいかがと思いますが、

市の方向性をお尋ねいたします。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

  〔市民福祉部長 柚原誠 登壇〕 

□市民福祉部長（柚原誠） 

まず１点目の新和光園の定員根拠についてお答えします。 
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過去１０年間の各年度当初で入所者の推移を見ますと、平成１９年度、平成２０年度、

平成２１年度が５０名、平成２２年度、平成２３年度が４８名、平成２４年度４７名、平

成２５年度４４名、平成２６年度４２名と減少傾向でしたが、平成２７年度には４４名、

平成２８年度、平成２９年度は４７名とやや増加傾向にあります。 

ご指摘のとおり本年１１月末現在の入所者数は４５名で定員５０名を下回っておりま

すが、入所者は平均年齢が８０．６歳と高齢化しており、４月以降７名が亡くなり、１名

が特養へ移られ、新規の入所が７名ありました。わずか８カ月の間に、これだけの入退所

があります。 

ご指摘の措置控えは、あってはならないことであり、これまでも当然行っておりませ

ん。措置費を毎年適正に予算化しており、身体または環境上の理由により、または経済的

理由により居宅において養護を受けることが困難な方は、適宜入所措置しています。 

セーフティーネット機能を考えれば、どれだけでも定員に余裕を持たせたいところで

すが、定員を増やせばそれなりの受入体制が必要となります。措置費は、定員ではなく入

所者数に応じて支弁するため、定員割れは経営的には大きなマイナスになります。 

近年の状況を踏まえると、独居高齢者は増加傾向にあり、無年金などで生活困窮に至る

ケースが増える可能性がありますが、年金受給資格期間が２５年であったものが１０年

となったことにより、無年金者は減少するものと思われます。また、昨年度からは、飛騨

市は高齢者数自体も減少に転じています。過去には、特別養護老人ホームと養護老人ホー

ムしかなかった入所施設が、現在はグループホームやサービス付高齢者住宅、有料老人ホ

ームなど、独居高齢者が入居できる施設も増えています。 

これらを総合的に勘案し、かつ運営者の意向も踏まえたうえで、定員は現状維持の５０

名としたところでありますので、ご理解願います。 

  ２点目のご質問の渡り廊下についてお答えします。新和光園と現和光園をリノベート

して整備する複合施設とを結ぶもので、複合施設には障がい者グループホームやホーム

ヘルパーステーション、訪問看護ステーション、デイサービスセンター等と、養護老人ホ

ーム機能の一部として地域避難所も兼ねた集会施設を残す予定です。 

職員が両施設の夜間帯などに一部の業務を兼務し、行き来が必要となる、あるいは家族

会や地域交流会などの大きな集まりや、災害時・非常時の連絡通路として、効率的な運営

と安全管理上必要であると考え渡り廊下を設置するものです。 

  次に３点目の人員配置についてお答えします。基本的には、運営者が入所者の安全を最

優先に効率的・効果的な職員配置を検討されます。このため運営者とは設計段階で十分に

意見交換し、管理しやすい動線や各部屋の配置、必要な設備を考慮した設計と致しまし

た。 

例えば食堂やシャワー室を各フロアに設ける。浴室をエレベーター付近とする。移動距

離が大きくなる４階は、元気で自立生活ができる方に入所していただく。２階には医務室

などを設け、見守りや支援が必要な方が入所していただく。それ以外の方は、３階で生活
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していただくなどです。ご指摘のとおり介護認定を受けた入所者が現在２１名いらっし

ゃいますが、介護度の高い要介護３以上の方、６名には、介護度に見合った施設である特

別養護老人ホームへの入所の申込をお願いし、可能となれば入所変更していただきたい

と考えています。これらを踏まえ、運営者は、新施設では、夜勤者を１名増員し２名体制

で運営される方針です。今後、新施設の運営に際して運営者で解決できない問題が発生し

た場合には、運営者に対し必要な支援を検討してまいりたいと考えております。 

  最後に４点目の民営化についてお答えします。現和光園は、平成１９年度の指定管理移

行時に職員を引き継いだ社会福祉法人吉城福祉会において、基準の措置費内で適切に運

営されております。地域の方からの信頼も厚いことから、新和光園は民営化も念頭にあり

ますが、現在進めております建設事業は飛騨市が設置するということで県の補助金の交

付を受けます。その関係で当面は指定管理での運営を継続します。 

まずは来年度中に施設を整備し、その後の運営状況を見極めて、民営化が可能であると

判断したときには、その上で改めて県や関係機関と協議したいと考えております。 

  〔市民福祉部長 柚原誠 着席〕 

○４番（住田清美） 

  ありがとうございます。定員については、今ほどのご説明もありましたが入所者の年齢

が高いということ、また年度内に死亡ですとか特養の異動とかでたくさんの出入りがあ

るということも含め、また無年金者の減少、高齢者の減少としていることで、現在の５０

名で設定されたということで、今後運営がされていくと思います。渡り廊下の設置につき

ましてはその新和光園と今のリノベーションする現の和光園をつなぐ、いろんな意味合

いがあるということで理解をさせていただきますが今の現和光園のリニューアルについ

ての設計的なこと、内部での詰めということとかそういうのはもう進んでおりますでし

ょうか。そちらの設計、大体いつで、工事はいつ頃になるとかという具体的なことまで進

んでいますでしょうか。 

◎議長（葛谷寛德） 

  答弁を求めます。 

□市民福祉部長（柚原誠） 

  今回の補正予算の予算説明のときに説明をさせていただく予定でしたが、和光園のリ

ノベーション分の実施設計と基本設計の予算なんですが今年度は着手できないというこ

とで、落とすということを１２月補正で今予定をしております。その関係で、リノベーシ

ョン施設については、まだ実際の検討までに至っていないという状況であります。ただ、

今の新しい和光園の設計の中で集会施設が必要というふうになるんですが、今の和光園

の集会施設というのは、大体集まれるステージを除いて大体８０平米近くあるんですけ

れども、新しい和光園はちょっと敷地とかの関係で集会できるスペースとしては、有効ス

ペースで大体６０～５５平米くらいしかとれないということで、広い集会施設をどうし

ても一カ所は欲しいということで、その現和光園の集会施設部分も新しい和光園が活用
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したいということで通路を設けたいということもあります。 

○４番（住田清美） 

  現在の和光園のリノベーションにつきましては、障がいのある方のグループホーム等

にも考えられているということですので、またぜひ利用者の方、該当される方のご意見も

十分聞いていただきながらぜひいい方向で、皆さんが納得のいくようなそしてまた訪問

看護、デイサービス等も入る予定であるならばやはり使い勝手のいいように設計をして

いただいて、一体化として福祉の巨大拠点として、活用できるようなふうになることを望

みます。いずれにいたしましても建設期間が短こうございますので、ぜひまたしっかりと

建築のほうをしていただければと思います。以上をもちまして保育士の問題で大変皆さ

んにお願いをいたしましたが、何とぞよろしくお願い申し上げまして、私の質問とさせて

いただきます。ありがとうございました。 

  〔４番 住田清美 着席〕 

◎議長（葛谷寛德） 

  これで４番、住田清美君の一般質問を終わります。 

 

 

◆散会 

◎議長（葛谷寛德） 

  以上で、本日の日程は全て終了いたしました。あすの会議は午前１０時からといたしま

す。本日はこれにて散会といたします。お疲れさまでした。 

 

（ 散会 午後３時４２分 ） 
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地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。 
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